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１ 人権を尊重しみんなが生きやすい

狛江をつくる基本条例について

令和２年７月に「人権を尊重しみんなが生きやすい狛江をつくる基本条例」（以下「基

本条例」という。）を施行しました。基本条例は、市民一人ひとりが個人として尊重さ

れることを目的とし、子どもから大人まで全ての市民に関わる多様な人権課題を網羅す

るものです。そして、狛江市としての人権について統一された基本・拠り所となるもの

です。また、狛江市全体で人に対する思いやりや人権を守ろうというあたたかい気持ち

を育むことによって、誰もがより生きやすい、安心して暮らせる平和なまち、お互いに

支え合い助け合うやさしいまちをつくっていくことを目的としています。

２ 狛江市人権施策推進指針について

基本条例の精神を実効性のあるものとし、前文で掲げている「市民一人ひとりが個人

として大切にされ、誰もがより生きやすい、安心して暮らせる平和なまち、お互いに支

えあい助けあうやさしいまち」の実現に向け、人権施策を着実に取り組むための方向性

を示す「狛江市人権施策推進指針」（以下「人権指針」という。）を令和４年３月に策定

しました。

人権指針は、基本条例の趣旨と条文を実効性のあるものとするため、狛江市のあらゆ

る施策・事業について、人権を尊重する視点を持って推進するための基本姿勢を示すと

ともに、狛江市における人権施策の全体像を明らかにするものです。

本報告書は、人権指針の体系及び施策の方向性に沿った令和７年度の取組を取りまと

め、報告するものです。
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３ 人権施策の体系図

１　子どもの人権

（１）教育・啓発の推進

（２）相談・支援体制の充実

（３）いじめや児童虐待の防止

（４）子どもが健やかに安心して暮らせる環境づくり

２　女性の人権

（１）教育・啓発の推進

１　人権教育・啓発の推進 （２）相談・支援体制の充実

２　相談・支援体制の充実 （３）ＤＶの防止と被害者支援

３　多様な主体の参加・連携

３　障がいのある人の人権

（１）教育・啓発の推進

（２）相談・支援体制の充実

（３） 障がいのある人の自立・社会参加に向けた取組の推進

 （4）障がいのある人が安心で安全に暮らせる環境づくり

４　高齢者の人権

（１）教育・啓発の推進

（２）相談・支援体制の充実

（３）高齢者の社会参加に向けた取組の推進

５　外国人の人権

（１）教育・啓発の推進

（２）相談・支援体制の充実

（３）相互理解の促進

６　性的マイノリティの人権

（１）教育・啓発の推進

（２）相談・支援体制の充実

（３）安心して暮らせる環境づくり

基本理念

市民一人ひとりが個人として大切にされ、誰もが
より生きやすい、安心して暮らせる平和なまち、
お互いに支えあい助けあうやさしいまちの実現

基本的施策

分野別施策

７　様々な人権課題
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４ 分野別施策の方向性

１

子
ど
も
の
人
権

（１）教育・啓発の推進 ●子どもの権利条約の趣旨を保障する教育、周知及び体制の強化

を図ります。

●自己の大切さとともに他者を思いやり、認めることにより、互い

の人格を尊重し合い、いかなる差別や偏見を許さない人権感覚

を育みます。

●子どもの権利を尊重し、擁護する意識を醸成するための教育・啓

発を推進します。

（２）相談・支援体制の

充実

●子ども自身からのＳＯＳに気づけるよう、相談窓口の周知や学

校へスクールカウンセラーを配置するとともに、関係機関との

連携による相談支援を行います。

●保護者が家庭の問題を一人で抱え込まないようにするため、子

どもや家庭のことを気軽に相談、交流できる場の提供や体制の

整備を進めます。

（３）いじめや児童虐待

の防止

●いじめや児童虐待、不登校等、子どもに係る多岐にわたる課題解

決のため、関係機関とのネットワークをさらに強化し、早期発

見・早期対応に向けた総合的な取組を推進します。

●地域全体で子どもや子育て家庭を見守ることができるよう、保

護者に加え、地域の方に対し、子育てに関する理解が広まるよう

周知、啓発を行うとともに、世代間交流を促進します。

（４）子どもが健やかに

安心して暮らせる環境

づくり

●子どもの将来が生まれ育った環境によって左右されることのな

いよう、全ての子どもが心身ともに健やかに育ち、その教育の機

会均等が保障されるとともに、子ども一人ひとりが夢や希望を

持つことができるようにするための支援と環境整備を推進しま

す。

２

女
性
の
人
権

（１）教育・啓発の推進 ●社会通念や慣習等、社会によって作られた性（ジェンダー）によ

り生じてしまっている差別の解消に向けた正しい理解を深める

ための意識啓発、教育機会を提供し、家庭、学校、地域等におけ

る男女共同参画の醸成を図ります。

●自分らしく、多様な生き方ができるよう、男女共同参画について

の理解を深めるための教育を推進します。

●ストーカー、セクシュアル・ハラスメント、性暴力等のあらゆる

暴力に関しては、重大な人権侵害であるという認識を広く浸透

させるとともに、加害者を生まないための意識啓発に取り組み

ます。

●狛江市や事業所、団体等における政策・方針決定過程における男

女共同参画の推進を図ります。

（２）相談・支援体制の

充実

●男女共同参画を阻む様々な問題に対応する相談窓口の周知や体

制の強化を図ります。

●子育てや介護を支える環境の充実を図るとともに、多様なライ

フスタイルの実現に向けた情報提供や支援を推進します。

（３）ＤＶの防止と被害

者支援

●ＤＶの根絶に向け、ＤＶの背景、実態の理解につながるよう意識

啓発や情報提供を行います。

●ＤＶ被害者等の早期発見、安全確保及び自立支援等の取組の推

進に向け、庁内及び関係機関等との連携を強化し、相談・支援体

制の強化を図ります。

3



３

障
が
い
の
あ
る
人
の
人
権

（１）教育・啓発の推進 ●障がいを理由とする差別の解消に向け、障がいのことや障がい

のある人への理解促進のため、地域や学校等での啓発活動や教

育を推進します。

（２）相談・支援体制の

充実

●複雑化・複合化した課題に対応できる総合相談支援体制の強化、

庁内関係部署及び関係機関との連携強化を図ります。

（３）障がいのある人の

自立・社会参加に向けた

取組の推進

●公的機関・民間企業における就労機会の確保に努めるとともに、

一般就労が難しい方に向けて福祉的就労の場を確保します。

●障がいのある人とない人が交流できる機会や余暇等の活動場所

を提供します。

●障がいがあることを理由に差別されることなく、合理的配慮が

提供されることにより、社会参加できるよう取組を推進します。

（４）障がいのある人が

安心して安全に暮らせ

る環境づくり

●障がいのある人への虐待防止に関する取組を進めます。

●成年後見制度等の権利擁護制度をわかりやすく周知する等、判

断能力が十分でない方の権利擁護支援を推進します。

４

高
齢
者
の
人
権

（１）教育・啓発の推進 ●高齢者が尊厳を持って生活できるよう、高齢者に対する虐待防

止に向けた周知・啓発を推進します。

●高齢者に対する特殊詐欺被害等を未然に防止するため関係機関

と連携して、注意喚起・啓発に取り組みます。

（２）相談・支援体制の

充実

●高齢者施策とその他の複雑化・複合化した課題にも積極的に対

応できるように、関係機関と連携して、包括的な相談支援を行い

ます。

●認知症になっても自分らしい暮らしができるよう、認知症の人

とその家族に対する相談・支援体制の充実を図ります。

●認知症等の高齢者の権利が侵害されず、その人らしい生活がで

きるよう、権利擁護支援や成年後見制度を適切に利用できる体

制を整備します。

（３）高齢者の社会参加

に向けた取組の推進

●就業や社会参加の意欲のある高齢者が、知識や経験等を活かし、

就業や地域貢献活動等に参加できるよう活動支援を行います。

●健康寿命の延伸に向けて、健康づくり、介護予防及び疾病予防の

取組として、高齢者自身による心身の健康維持や健康増進につ

ながる社会参加の仕組みを充実させます。

５

外
国
人
の
人
権

（１）教育・啓発の推進 ●国籍や民族等の異なる人々が、互いに文化的な違いを認め、理解

し合い、共に生きていく多文化共生についての理解を深め、偏

見、誤解をなくすよう啓発に取り組みます。

●外国人に対する不当な差別的言動や不合理な取扱いの解消に向

け、意識啓発等を推進します。

（２）相談・支援体制の

充実

●多言語での情報提供や通訳等の支援により、暮らしやすい環境

づくりを進めます。

●外国人を対象とした相談窓口の情報提供に努めます。

（３）相互理解の促進 ●多様な文化への理解を深める取組や外国人との交流機会を創出

します。

●意見交換等の場への外国人の参加等を推進します。

６

性
的
マ
イ
ノ
リ
テ
ィ
の
人
権

（１）教育・啓発の推進 ●性的指向・性自認等性の多様性について正しい理解が深まるよ

う意識啓発、情報提供を行います。

●性に関する理解を深め、多様性を認め合う教育を推進します。

（２）相談・支援体制の

充実

●性的指向・性自認に関する相談窓口の情報提供に努めます。

（３）安心して暮らせる

環境づくり

●性的マイノリティが生活していく中で、差別や偏見を受けるこ

となく暮らすことのできる環境づくりに努めます。
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５　令和７年度取組一覧

施策

取組名 担当課

1 人権啓発誌の作成 政策室

2 人権啓発講演会 政策室

3
狛江市後期基本計画の指標等に係る市民アンケートに
おいて人権に関する意識を調査

政策室

4 人権啓発事業補助金 政策室

5 人権週間の周知 政策室

6 人権パネル展の実施 政策室

7 職員研修等 職員課

8 法律相談 秘書広報室

9 人権身の上相談 政策室

10 みんなの人権110番（人権一般） 政策室

11 民生委員・児童委員 福祉政策課

12 地域共生社会推進事業 福祉政策課

13 重層的支援体制整備事業 福祉政策課

14 狛江市人権尊重推進会議 政策室

15 多摩東人権啓発活動地域ネットワーク協議会事業 政策室

16 人権の花運動 政策室

17 中学生人権作文 政策室

18 子どもたちからの人権メッセージ発表会 政策室

19 市民公益活動事業補助金（第３回狛江市文化講演会） 政策室

20 子どもの権利に関する人権教室 政策室

21 地域課題解決型子ども議会 子ども若者政策課

22 人権教育悉皆研修会 指導室

23 人権教育推進委員会 指導室

24 特別支援教育推進 指導室

25 教育研究推進 指導室

26 学習グループ保育 公民館

全般　：（１）人権教育・啓発の推進

全般　：（２）相談・支援体制の充実

全般　：（３）多様な主体の参加・連携

子どもの人権　：（１）教育・啓発の推進
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施策

取組名 担当課

27 子どもの人権SOSミニレター 政策室

28 子どもの人権110番 政策室

29 こんにちは赤ちゃん訪問事業 子ども家庭課

30 産後ケア事業 子ども家庭課

31 チャイルドライン事業補助金 子ども若者政策課

32 母子家庭等の自立を支援する事業等の促進 子ども若者政策課

33 ひとり親家庭等の相談支援 子ども若者政策課

34 若者に係る相談支援 子ども若者政策課

35 ひとり親家庭ホームヘルプサービス 子ども若者政策課

36 巡回相談事業 子ども発達支援課

37 発達サポーター育成講座 子ども発達支援課

38 児童発達支援センター療育支援事業 子ども発達支援課

39 子ども家庭支援センター子育て相談事業 子ども発達支援課

40 児童発達支援センター相談事業 子ども発達支援課

41 子育てひろば事業 福祉政策課・子ども発
達支援課・児童育成課

42 子ども家庭在宅サービス事業 子ども発達支援課

43 特別支援教育推進（学級経営支援） 指導室

44 教育支援センター相談事業 教育支援課

45 就学相談事業 教育支援課

46 特別支援教育に関わる巡回相談事業 教育支援課

47 特別支援学級介助員配置事業 教育支援課

48 特別支援教育支援員配置事業 教育支援課

49 学校と家庭の連携推進事業 教育支援課

50 不登校対策事業 教育支援課

51
DV（ドメスティック・バイオレンス）及びストーカー
行為等の被害者支援に関する庁内連絡会

政策室

52 産後ケア事業 （再掲） 子ども家庭課

53 子育てひろば事業 （再掲）
福祉政策課・子ども発
達支援課・児童育成課

54 コモンセンスペアレンティング講座事業 子ども発達支援課

55 児童虐待防止啓発事業 子ども家庭課

56 児童虐待対策強化事業 子ども家庭課

57 子ども家庭在宅サービス事業 （再掲） 子ども発達支援課

58 養育支援訪問事業 子ども家庭課

59 いじめ問題等対策推進 指導室

子どもの人権　：（２）相談・支援体制の充実

子どもの人権　：（３）いじめや児童虐待の防止
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施策

取組名 担当課

60
市民公益活動事業補助金（多世代型交流子育てサポー
ト事業）

政策室

61 受験生チャレンジ支援貸付事業 福祉相談課

62 進学準備給付金事業 福祉相談課

63 生活困窮者自立相談支援（子どもの学習支援） 福祉相談課

64 ひとり親家庭等学習支援 子ども若者政策課

65 子ども食堂の推進 子ども若者政策課

66 養育費確保支援事業 子ども若者政策課

67 狛江市子どもの権利条例 子ども若者政策課

68 子ども・若者・子育て会議 子ども若者政策課

69 学習フリースペース 公民館

70 居場所事業 公民館

71 スタディコーナー・フリースペース 公民館

72 男女共同参画に関する情報提供 政策室

73 政策・方針決定過程における男女共同参画の推進 政策室

74
ストーカーやセクシュアル・ハラスメント、DV防止の
ための啓発

政策室

75 職員研修等（男女共同参画の推進） （再掲） 職員課

76 子育てセミナー 公民館

77 女性のためのカウンセリングの実施 政策室

78 女性の人権ホットライン（女性の人権問題） 政策室

79 東京ウィメンズプラザ相談室 政策室

80 女性のための働き方セミナーの実施 地域活性課

81 こんにちは赤ちゃん訪問事業 （再掲） 子ども家庭課

82 ゆりかご狛江 子ども家庭課

83 産後ケア事業 （再掲） 子ども家庭課

84
DV（ドメスティック・バイオレンス）及びストーカー
行為等の被害者支援に関する庁内連絡会

（再掲） 政策室

85 DV等への相談支援 子ども若者政策課

子どもの人権　：（４）子どもが健やかに安心して暮らせる環境づくり

女性の人権　：（１）教育・啓発の推進

女性の人権　：（２）相談・支援体制の充実

女性の人権　：（３）DVの防止と被害者支援
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施策

取組名 担当課

86 精神保健福祉講演会 福祉相談課

87 障がい者理解促進・啓発事業 高齢障がい課

88 狛江市内権利擁護業務担当者勉強会 福祉政策課

89 成年後見制度市長申立制度 福祉政策課

90 後見人への報酬助成 福祉政策課

91 高次脳機能障がい茶話会「トーク＆トーク」 福祉相談課

92 精神保健相談「こころの健康相談室」 福祉相談課

93 狛江市地域自立支援協議会 福祉相談課

94 自立支援総合相談事業 高齢障がい課

95 医療的ケア児支援コーディネート事業 高齢障がい課

96 意思疎通支援事業（研修） 高齢障がい課

97 意思疎通支援事業（派遣） 高齢障がい課

98 心身障がい者（児）緊急一時保護委託事業 高齢障がい課

99 障がい児支援事業 高齢障がい課

100 障がい児通所施設等支援事業 高齢障がい課

101 利用支援サービスの実施 図書館

102 障がい者就労・生活支援 高齢障がい課

103 地域活動支援センター事業 高齢障がい課

104 障がい者スポーツ教室 社会教育課

105 パラスポーツ普及促進事業 社会教育課

106 チャレンジ学級 公民館

107 障がい者支援に関する団体の公共施設の使用料の減免 関係各課

108
市民公益活動事業補助金（狛江バリアフリーマップ車
いす街歩き）

政策室

109
市民公益活動事業補助金（東京2025デフリンピックに
向けた狛江市内手話理解促進講演会と商工会全加盟店
舗での手話接客に向けた研修会）

政策室

110
市民公益活動事業補助金（障がいのある方が自身の表
現を通じて社会に理解を深めてもらうアート展）

政策室

111 狛江市内権利擁護業務担当者勉強会 （再掲） 福祉政策課

112 障がい者虐待防止保護事業 福祉相談課

113 インターネット中継字幕対応音声認識システムの導入 議会事務局

障がいのある人の人権　：（１）教育・啓発の推進

障がいのある人の人権　：（２）相談・支援体制の充実

障がいのある人の人権　：
　　　　　　　　（３）障がいのある人の自立・社会参加に向けた取組の推進

障がいのある人の人権　：
　　　　　　　　（４）障がいのある人が安心して安全に暮らせる環境づくり
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施策

取組名 担当課

114 特殊詐欺被害防止への取組 安心安全課

115 消費生活市民講座等の実施 地域活性課

116 高齢者虐待防止講演会 福祉相談課

117 認知症理解促進・啓発事業 高齢障がい課

118 消費生活相談の実施 地域活性課

119 消費生活に関する弁護士相談の実施 地域活性課

120 狛江市内権利擁護業務担当者勉強会 （再掲） 福祉政策課

121 成年後見制度市長申立制度 （再掲） 福祉政策課

122 後見人への報酬助成 （再掲） 福祉政策課

123 ふらっとなんぶ（こまほっとシルバー相談室） 福祉政策課

124 虐待防止・見守りネットワーク事業 福祉相談課

125 こまほっとシルバー相談室 福祉相談課

126 老人保護措置費 高齢障がい課・福祉相談課

127 高齢者緊急時通報事業 高齢障がい課

128 高齢者宅配推奨事業者登録制度 高齢障がい課

129 高齢者居宅内ごみ出しサポート事業 高齢障がい課

130 介護者支援事業 高齢障がい課

131 権利擁護事業 高齢障がい課

132 認知症総合支援事業 高齢障がい課

133 介護予防・生活支援サービス事業 高齢障がい課

134 総合相談支援事業 高齢障がい課

135 市民活動団体等への支援や参加促進 政策室

136 老人クラブ助成事業 高齢障がい課

137 シルバー人材センターへの支援 高齢障がい課

138 介護予防活動推進事業 高齢障がい課

139 一般介護予防事業 高齢障がい課

140 健康ポイント事業 健康推進課

141 健康増進 健康推進課

高齢者の人権　：（１）教育・啓発の推進

高齢者の人権　：（２）相談・支援体制の充実

高齢者の人権　：（３）高齢者の社会参加に向けた取組の推進
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施策

取組名 担当課

142 学校での外国人に関する人権教育 指導室

143 市民協働事業の実施（外国人を支えるやさしいまち） 政策室

144 外国人相談（多言語相談ナビ） 政策室

145 外国語通訳ボランティアの派遣 政策室

146 多文化共生ポータルサイトの周知 政策室

147 窓口業務での多言語自動翻訳機の活用 市民課・納税課等

148 日本語指導員派遣事業 指導室

149 外国籍市民が住みやすいまちづくりに関する研修 政策室

150 市政情報の外国語翻訳サービス 秘書広報室

151 国際交流事業の推進 政策室

152 日本語教室 公民館

153 多様な性・生き方に関する理解促進 政策室

154 学校での性的マイノリティ（LGBT等）教育 指導室

155 こころのカウンセリングの実施 政策室

156
東京都パートナーシップ制度における受理証明書の活
用

政策室

外国人の人権　：（１）教育・啓発の推進

外国人の人権　：（２）相談・支援体制の充実

外国人の人権　：（３）相互理解の促進

性的マイノリティの人権　：（１）教育・啓発の推進

性的マイノリティの人権　：（２）相談・支援体制の充実

性的マイノリティの人権　：（３）安心して暮らせる環境づくり
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施策

取組名 担当課

157 人権身の上相談 （再掲） 政策室

158 みんなの人権110番（人権一般） （再掲） 政策室

159 インターネットによる人権侵害への相談 政策室

160 人権啓発講演会 （再掲） 政策室

161 市職員のハラスメント相談体制の整備 職員課

162 職員研修等（ハラスメントのない職場づくり） （再掲） 職員課

163 犯罪被害者やその家族の人権に対する取組 政策室

164 保護司 福祉政策課

165 政策室

166 平和関係事業の実施 政策室

167 同和問題に対する取組 政策室

168 生活困窮者自立相談支援 福祉相談課

169 減免相談 課税課・保険年金課

170 納税相談 納税課

171 就職活動支援セミナーの実施 地域活性課

172 ゲートキーパー研修 健康推進課

173 自殺防止の周知と啓発 健康推進課

174 人権教育・啓発関連図書の収集及び貸出 図書館

様々な人権課題

北朝鮮当局によって拉致された被害者等に対する取組
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６　令和７年度取組状況

（１）人権教育・啓発の推進

№１
担当課

№２

担当課

№３

担当課

№４

担当課

全　　　般

取組名 人権啓発誌の作成 政策室
令和７年度の取組と実績

取組名 人権啓発講演会 政策室
令和７年度の取組と実績

取組名
狛江市後期基本計画の指標等に係る
市民アンケートにおいて人権に関する
意識を調査

政策室

令和７年度の取組と実績

取組名 人権啓発事業補助金 政策室
令和７年度の取組と実績

人権啓発講演会「『多様性ってめんどくさい』と思ってしまうあなたへ」を開催した。毎日
新聞記者の小国綾子さんを講師にお招きし、仕事からプライベートまで、これまでの
数々の出会いを通じて得た経験や知見もとに御講演いただき、「多様性」との向き合い
方について考える機会を提供した。
▼参加者数：31人

市内の団体及び事業者が実施する人権啓発活動に対し、要する費用の一部を助成
し、市民等の人権意識の高揚を図り、人権施策の推進に寄与することを目的として令
和６年度に人権啓発事業補助金を創設し、令和7年度は、子ども関連団体が実施した
「子どもの権利」に関する人権啓発研修事業に対して交付した。
▼交付件数：１件

市民の人権に対する意識醸成を図ることを目的に、狛江市人権啓発誌「かんがえよう　
自分のこと・みんなのことVol.4」を作成し、市内全戸に配布した。戦争と人権をテーマと
した特集記事の掲載や、人権相談先の紹介、人権啓発講演会の報告・告知、市内
小・中学校での人権に関する取組、人権啓発事業補助金の案内及び活用事例等を周
知した。
▼発行部数：47,000部
▼配布先：市内全戸配布、市内各公共施設等

狛江市後期基本計画の指標等に係る市民アンケートの中で、「性別、国籍、障がいの
有無等に関わらず、人権が尊重されていると思うか」を調査し、「尊重されている」と「ど
ちらかといえば尊重されている」の割合が86.9％（前年度比2.1ポイント増）、「尊重され
ていない」と「どちらかといえば尊重されていない」の回答割合が12.8％（前年度比1.2
ポイント増）となった。
▼満18歳以上の男女2,500人（無作為抽出）を対象にアンケートを送付
　 調査回収数：634、回収率25.4％
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№５

担当課

№６

担当課

№７
担当課

（２）相談・支援体制の充実

№８
担当課

№９

担当課

取組名 人権週間の周知 政策室
令和７年度の取組と実績

取組名 人権パネル展の実施 政策室
令和７年度の取組と実績

取組名 職員研修等 職員課
令和７年度の取組と実績

取組名 法律相談 秘書広報室
令和７年度の取組と実績

取組名 人権身の上相談 政策室
令和７年度の取組と実績

国際連合において世界人権宣言が採択された12月10日（人権デー）を最終日とする
１週間（12月４日～10日）を「人権週間」と定めており、人権啓発活動を特に強化して
行っている。
令和７年度の啓発活動重点目標として「『誰か』のことじゃない。」を掲げ、人権について
改めて考える機会として周知啓発を行った。

人権について関心を高め、人権尊重の理念について正しい理解を深めていただくことを
目的として、市役所２階ロビーにおいて人権パネル展を開催した。令和５年度から６年
度にかけて実施した「狛江市の外国人にやさしいまちづくりに向けた調査」の調査結果
に関するパネル展示や、人権に関する相談先の周知、啓発品の配布により人権尊重に
向けた周知啓発を行った。

東京都市町村職員研修所の「課長新任研修（公務員倫理・ハラスメントの防止・メンタ
ルヘルス）」に職員を１人、「係長新任研修（公務員倫理・ハラスメントの防止・メンタル
ヘルス）」に６人、「男女共同参画研修」に24人を派遣した。庁内研修では「ハラスメント
防止研修」を実施し、管理職57人、一般職32人が受講した。また、「人権・男女共同
参画研修」（政策室と共催）を38人が受講し、ハラスメント防止及び男女共同参画への
理解促進を図った。

毎週月・木曜日に、あらゆる法律に関する様々な問題に関してお困りの方を対象とした
法律相談を実施した。
▼相談件数389件

家庭内や対人関係、近隣関係等の中で人権問題を抱えている方の問題解決に向け
て、人権擁護委員が相談を受けた。
▼人権身の上相談（毎月第３木曜日・午後１時～４時）　相談件数13件
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№10

担当課

担当課

№12

担当課

No.13

担当課

取組名 みんなの人権110番（人権一般） 政策室
令和７年度の取組と実績

No.11

取組名 民生委員・児童委員 福祉政策課
令和７年度の取組と実績

取組名 地域共生社会推進事業 福祉政策課
令和７年度の取組と実績

取組名 重層的支援体制整備事業 福祉政策課
令和７年度の取組と実績

差別や虐待、ハラスメント等様々な問題についての相談を電話で受け付ける法務局の
「みんなの人権110番」、LINE人権相談及びインターネット人権相談受付窓口等の周
知を市ホームページ等で行った。

地域の身近な相談相手として、一人ひとりに寄り添いながら、主に福祉に関する様々な
相談を受け、相談内容に応じて地域の専門機関と相談者をつないでいる。
民生委員・児童委員は、「人格を尊重し、秘密を守ること」「差別的な取り扱いをしない
こと」などが民生委員法で義務付けられており、人権を尊重した相談支援活動を行っ
た。
▼相談支援件数1,295件

狛江市第１次地域共生社会推進基本計画で目指す、支援、つなぎ、出会いの３つの
重層化の取組について、「福祉のつなぐシート」を庁内や市内事業所に周知し、令和７
年度は全体で９件、うち５件が活用民間事業者等からの「つなぎ」であった。
また、複雑化・複合化した課題を抱える市民や世帯に対する支援を円滑に進めるため
の「支援会議」を２件、２回開催した。

誰もが住み慣れた地域で暮らし続けることのできる地域共生社会の実現に向けて、次
の取組を行った。
・「コミュニティソーシャルワーカー」が制度の狭間のニーズや複雑化・複合化した課題
を受け止め、市民に寄り添いながら、解決に向けた支援を行った。99人の市民に対し、
延939回の個別支援を行った。
・「福祉カレッジ」では「基礎講座（全７回）」及び「ステップアップ講座（全７回）」の２コー
スでプログラムを実施した。基礎講座は13人が受講し、11任が修了した。ステップアッ
プ講座は７人が受講し、４人が修了した。基礎講座では、「認知症」、「ひきこもり」、「多
文化共生」などのテーマを扱い、当事者や支援者からの話を聞くことによって、自らの気
づきやそれを行動につなげていけるような講座を実施した。ステップアップ講座は、２年
毎にテーマを変えて実施し、令和７年度は「障がい分野」２年目として特化したプログラ
ムを実施した。
・福祉のまちづくり委員会を市内３か所で開催し、住民同士のつながりを深め、防災へ
の関心を高めることを目的に「ミニミニ防災フェス」を実施したほか、高齢や障がい分野
に関する勉強会などを実施した。

14



（３）多様な主体の参加・連携

№14

担当課

№15

担当課

取組名 狛江市人権尊重推進会議 政策室
令和７年度の取組と実績

取組名 多摩東人権啓発活動地域ネットワーク協議会事業 政策室
令和７年度の取組と実績

人権啓発に関わる様々な機関・団体と連携・協力して、総合的かつ効果的に人権啓発
活動を推進していくために、横断的なネットワークである多摩東人権啓発活動地域ネッ
トワーク協議会の定例会やブロック会議等において、法務局と構成市との間で情報共
有を図った。

人権を尊重するまちづくりを推進するために設置している狛江市人権尊重推進会議に
おいて、人権施策推進のために必要な事項について審議を行った。令和７年度は、外
国人の実態や課題を把握し、外国人施策の基礎資料とするために実施した「狛江市の
外国人にやさしいまちづくりに向けた調査」の報告書を基に外国籍市民が住みやすいま
ちづくりに関して議論し、答申をまとめて市長へ報告するとともに、法人向け人権アン
ケートの実施に向けた議論を行った。
▼人権尊重推進会議開催回数：３回
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（１）教育・啓発の推進

№16

取組名 担当課

№17

取組名 担当課

№18

取組名 担当課

№19

取組名 担当課

分野別施策１ 子どもの人権

人権の花運動 政策室
令和７年度の取組と実績

中学生人権作文 政策室
令和７年度の取組と実績

子どもたちからの人権メッセージ発表会 政策室
令和７年度の取組と実績

市民公益活動事業補助金（第３回狛江
市文化講演会）

政策室

施策の
方向性

いじめや児童虐待等、子どもの安心や安全を脅かす要素の根絶に努める
とともに、家庭、学校、行政等が連携し、社会全体で子どもの声に耳を傾
けることができる社会の実現を目指します。
また、子どもの権利侵害に対する相談や救済等に取り組むとともに、様々
な事情から困難を抱える子どもや家庭への支援を行います。

人権擁護委員活動の一環として、市内小学校と連携し、次代を担う小学校の児童がお
互いに助け合いながら花を栽培することで、生命の尊さを実感し、豊かな心を育み、優
しさや思いやりの心を体得することを目的として実施した。
人権擁護委員による、子どもの権利や生命の大切さ等についての講話を同時に実施し
た。
▼実施校：第一小学校：33人、第三小学校：27人

人権擁護委員活動の一環として、市内中学校と連携し、次代を担う中学校の生徒が
日常の家庭生活や学校生活等の中で得た体験に基づく作文を書くことを通して、人権
尊重の大切さや基本的人権についての理解を深め、豊かな人権感覚を身に付けてもら
うことを目的として実施した。
▼実施校：狛江第二中学校２年生137人

人権擁護委員を中心に、市内の小学校の児童に人権に関するメッセージを考えて書
いてもらうことで、人権意識の向上と子どもたちの心の成長を目的として実施した。該当
する学校の児童1人が代表して、多摩東人権啓発活動地域ネットワーク協議会が主催
する「第32回子どもたちからの人権メッセージ発表会」で自身の作品を発表した。
▼実施校：狛江第六小学校５年生83人

狛江市の中学生高校生はじめ次代を担う若い世代への優れた文化の伝承と幅広い世
代向けに狛江市の魅力を発信することを目的として、狛江市出身の五神真氏(理化学
研究所理事長、元東京大学総長)を講師とした第３回狛江市文化講演会に、市民公
益活動事業補助金を交付し活動を支援した。
▼講演会参加者数：400人超
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№20

取組名 担当課

№21
取組名 担当課

№22

取組名 担当課

№23

取組名 担当課

№24

取組名 担当課

子どもの権利に関する人権教室 政策室
令和７年度の取組と実績

地域課題解決型子ども議会 子ども若者政策課
令和７年度の取組と実績

人権教育悉皆研修会 指導室
令和７年度の取組と実績

人権教育推進委員会 指導室
令和７年度の取組と実績

特別支援教育推進 指導室
令和７年度の取組と実績

子どもの権利条例の周知等を目的に、人権擁護委員による「子どもの権利条約・狛江
市子どもの権利条例」についての授業（人権教室）を、緑野小学校6年生に対し実施
し、日常生活での事例を用いて子どもの権利について理解を深めた。
▼参加者数：104人

人権教育悉皆研修会について、令和７年度は大学教授を講師に「誰一人取り残され
ない学校・学級づくり」をテーマに講演を行い、教員の人権感覚の向上を図った。実施
後のアンケートでは、受講者の約95％から肯定的な評価を得ることができた。
▼研修会参加人数：314人

人権教育推進委員会においては、東京都教育委員会指導部の指導主事を講師に人
権教育の充実に向けた講演を設定し、協議等を行った。また、「【狛江市版】教職員の
人権感覚チェックリスト」を作成し、「狛江市子どもの権利条例」とともに各学校へ周知し
た。

子ども一人ひとりの教育ニーズに応じた的確な支援について教育、医療・保健、福祉等
の関係諸機関が、その役割、機能を相乗的、効果的に発揮し、互いに連携することを
目的として設置している地域特別支援教育推進連絡協議会を３回開催した。協議内
容を校長会等を通じて学校にフィードバックする等、学校や地域における特別支援教
育に係る課題等を共有した。また、各校においては、地域に住んでいる都立特別支援
学校の児童・生徒と直接又は間接的に交流する副籍交流を通じて、児童・生徒の障が
い者理解を図った。

身近な地域課題の把握や発見から解決案の検討をワークショップで行い、その結果を
市議会議場にて発表する地域課題解決型子ども議会事業を実施し、市内の小中学生
８人が参加した。テーマである「みらいの狛江を考えよう」に沿って、ゲストティーチャー
からの話やワークショップでレゴブロックを使用した「みらいの狛江」の創作などをベース
に、より深い議論・検討ができた。子どもたちに地域課題の発見から課題の解決までの
手法や主権者としての意見表明をする貴重な体験の場を提供することができた。
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№25

取組名 担当課

№26

取組名 担当課

（２）相談・支援体制の充実

№27

取組名 担当課

№28

取組名 担当課

№29

取組名 担当課

教育研究推進 指導室
令和７年度の取組と実績

学習グループ保育 公民館
令和７年度の取組と実績

子どもの人権SOSミニレター 政策室
令和７年度の取組と実績

子どもの人権110番 政策室
令和７年度の取組と実績

こんにちは赤ちゃん訪問事業 子ども家庭課
令和７年度の取組と実績

児童相談所・保護司・保健所・警察・学校等の関係諸機関が共通理解を図りながら青
少年の健全育成を推進するため、狛江市連絡協議会・青少年健全育成連絡会を開
催した。指導室主催の第２回連絡会では、NPO法人理事から「子どもたちのSOSを受け
止めるために必要なこと」をテーマとした講義を受け、地域、保護者、学校関係者、関
係機関が児童・生徒の援助希求を適切に受け止めることについて協議をしたことでテー
マに係る内容に関する理解を深めることができた。

子育てセミナーで自主化したグループの学びの継続として、親が学ぶ間、就園前の子
どもの保育を行った。
子育て中の人の活動を促すための「学習グループ保育」は、「学習グループ保育体験」
として木曜日に開催した。これは活動場所の確保、仲間集め、実際の活動のサポートを
し、「学習グループ保育」につなげていくものである。28回の保育と活動（うち４回の会
議）を行った。活動中延べ123人の子どもを保育した。会議は延べ16人が参加した。

学校におけるいじめや体罰、家庭内での虐待などの問題に対する法務省の全国的な
取組として、小・中学校の児童・生徒に「子どもの人権SOSミニレター」を配布したほか、
市ホームページで事業の周知を行った。教師や保護者にも相談できない子どもの悩み
ごとを的確に把握することで、子どもをめぐる様々な人権問題の解決に努めた。

子どもが発する信号を早くつかみ、その解決に導くための電話相談窓口である法務局
の「子どもの人権110番」、インターネット相談窓口「子どもの人権SOS-eメール」及び東
京子どもネットについて市ホームページで周知を行った。

赤ちゃん誕生連絡票に基づき、自宅に訪問指導員が訪問し、発育の確認と栄養、育
児に関する助言指導を行い、子育てに関するサービスの情報提供を行った。また、妊
婦面談等の結果からハイリスクと思われる継続的な支援が必要なケースについては、
地区担当保健師が訪問し、早期支援を実施し、切れ目のない支援を提供した。未婚、
経済困窮等の女性に対して、こんにちは赤ちゃん訪問等で実態を把握し、必要に応じ
て、子ども家庭支援センターや女性相談窓口等につなげている。
▼実施件数：502件
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№30

取組名 担当課

№31

取組名 担当課

№32

取組名 担当課

№33

取組名 担当課

№34

取組名 担当課

№35

取組名 担当課

産後ケア事業 子ども家庭課
令和７年度の取組と実績

チャイルドライン事業補助金 子ども若者政策課
令和７年度の取組と実績

母子家庭等の自立を支援する事業等
の促進

子ども若者政策課

令和７年度の取組と実績

ひとり親家庭等の相談支援 子ども若者政策課
令和７年度の取組と実績

若者に係る相談支援 子ども若者政策課
令和７年度の取組と実績

ひとり親家庭ホームヘルプサービス 子ども若者政策課
令和７年度の取組と実績

電話やオンラインチャット等を通して子どもに寄り添い、子どもの声を傾聴し、対話するこ
とにより、子ども自らが、自分と向き合い問題を解決できるように支援することを目的に
活動している「こまえチャイルドライン」に対して、その活動を支援するためチャイルドライ
ンカードの作成に係る費用の補助を行った。チャイルドラインカードは、市内小中学校を
通して児童・生徒に配布した。

母子家庭等の自立支援事業として、高等職業訓練促進給付金を２件支給した。また、
ひとり親家庭のしおり等で事業の周知を行った。

母子・父子自立支援員、ひとり親家庭等専門相談員による相談窓口を設置すること
で、女性やひとり親家庭の方への相談に応じるとともに、関係機関と連携して必要な支
援を行った。また、ひとり親家庭支援事業の利用方法等を周知するためひとり親家庭の
しおりや子育てガイドブックを各所に配布した。

定期的な相談の場として若者相談窓口を開設しているが、本相談窓口のみでは対応
が難しい案件については、市関係機関や医療機関等につなぐなど個々のケースに応じ
た支援を行った。併せて、ひきこもり等の生きづらさを抱える若者の講演会兼相談会を
年３回実施した。また、若者支援ガイドを配布し関係相談窓口等の周知を図った。

日常生活を営むのに支障があるひとり親家庭において、一定の期間、ホームヘルパー
を派遣し、日常生活の世話等必要なサービスを行うことを目的とする、ひとり親家庭
ホームヘルプサービスを行った。
▼利用者数（利用時間）：６人（732時間）

妊娠届申請時やママパパ学級、ゆりかご狛江（妊婦面談）時等に産後ケア事業の周知
を行い、出産後に家族等の支援がなく、育児に不安のある産婦に対して、母体の休息
と育児相談を行うことで安心して出産、育児ができるよう支援した。周知を徹底し、申請
数等も増加した。なお、生活保護、非課税世帯対象者は自己負担なしで利用可能で
あるため、未婚、経済困窮、支援が少ない産婦の産後の有効な支援制度の一つとし
て、産婦及び乳児に対して心身のケア、育児サポート等を行った。
▼申請355件(うち生活保護等対象者申請者数１件）、利用回数デイ179件、ショート
ステイ179件
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№36

取組名 担当課

№37

取組名 担当課

№38

取組名 担当課

№39

取組名 担当課

№40

取組名 担当課

巡回相談事業 子ども発達支援課
令和７年度の取組と実績

発達サポーター育成講座 子ども発達支援課
令和７年度の取組と実績

児童発達支援センター療育支援事業 子ども発達支援課
令和７年度の取組と実績

子ども家庭支援センター子育て相談事
業

子ども発達支援課

令和７年度の取組と実績

児童発達支援センター相談事業 子ども発達支援課
令和７年度の取組と実績

狛江市内の保育園、幼稚園、認定こども園等の児童施設41施設に心理士、作業療法
士、言語聴覚士等の資格を持つ専門家が延べ140回訪問し、保育士、職員等に対し
発達に課題がある又は問題行動のある子どもとの関わり方や環境への配慮方法等の
助言を行い、障がい児への理解、対応方法のスキルアップを図った。

心身の発達等に支援が必要な子どもを支援するために、障がい特性や関わり方を学
び、地域で支える人材を育成する連続講座を２クール14回実施した。
▼参加者数：延べ339人

子ども家庭支援センターの子育てひろばでは育児や家庭に悩みを持つ保護者に対し、
気持ちに寄り添いながら919件の相談に対応した。また、どこに相談したらよいのかわか
らない方やゆっくり話をしたい方のための総合相談窓口では、相談内容に応じた機関
（虐待が疑われる場合は子ども家庭課、子どもの発達に係る相談は児童発達支援セン
ター等）へ引き継いだ。
▼総合相談窓口での相談受理件数128件、うち関係機関等へ引き継いだ件数51件

児童発達支援センターでは、子どもの発達や障がいに関する一般相談及び児童福祉
法内事業、法外事業等の児童発達支援サービス等に関する計画相談を受け付け、支
援を必要とする子どもの早期療育に結び付けた。
▼児童発達支援事業等を利用するための相談支援や発達に関する専門的な相談の
件数：延べ1,259件

心身の発達やコミュニケーションなどに課題があり、環境への適応が難しい子どもを対
象に、児童発達支援センターで週５日通所クラス（定員14人）、並行通所クラス（定員
24人）、外来集団クラス（定員親子16組）、外来個別訓練クラス（定員なし）等の児童
発達支援事業を利用するための相談支援や発達に関する専門的な相談（1,259件）を
実施するほか、保護者からの依頼に基づき保育園等に出向き、スタッフ等に集団適応
のための環境や活動の手順の指導を行う保育所等訪問支援（５人)を実施した。
また、児童発達支援センターに通う保護者向けに子どもへの向き合い方を学ぶペアレ
ント講座(参加者７人）を、市民や支援者向けに障がい児理解や支援方法の研修会（市
民向け参加者９人、支援者向け参加者40人）を実施した。
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№41

取組名 担当課

№42

取組名 担当課

№43

取組名 担当課

№44

取組名 担当課

№45

取組名 担当課

子育てひろば事業
福祉政策課・子ども発
達支援課・児童育成課

令和７年度の取組と実績

子ども家庭在宅サービス事業 子ども発達支援課
令和７年度の取組と実績

特別支援教育推進（学級経営支援） 指導室
令和７年度の取組と実績

教育支援センター相談事業 教育支援課
令和７年度の取組と実績

就学相談事業 教育支援課
令和７年度の取組と実績

子育てひろばの利用者数が増加し、各種プログラム等を通じて、保護者同士の交流や
情報交換の場を広げることができた。
定期的に通信を発行し様々な活動を周知することで、より多くのひろば利用につなげる
取組を行った。
▼子育てひろば利用者数：36,433人（子ども家庭支援センター、児童館・児童セン
ター、ふらっとなんぶで実施。保護者の合計利用者数）

子育てを行う家庭の負担を軽減するため、子ども家庭在宅サービス（一時保育、ショー
トステイ、育児支援ヘルパー）を行った。
▼一時保育：延べ105件
▼ショートステイ：延べ45件
▼育児支援ヘルパー：延べ322件

保護者が子どもに適した就学及び転学先を選択できるよう、子どもの持つ力を伸ばすた
めの環境や学習の場を保護者とともに考え、適切な就学・転学につなげた。
▼小学校就学相談件数：83件、転学相談件数63件
▼中学校就学相談件数：52件、転学相談件数 ７件

学級経営支援ツールであるWEBQUを６月と11月に市内小中学校全校で実施し、人権
が尊重される「学習環境づくり」「学習活動づくり」「人間関係づくり」を進めることができ
た。また、早稲田大学から講師を招へいし、校長研修会、副校長研修会、WEBQU担
当者会においてWEBQUの活用についての研修を行った。また、６月から１月までに早稲
田大学による調査結果に対するコンサルティングを各学校２回実施し、学級や個の状
態を把握しながら協議を行い、学級経営の改善を図った。

教育支援センターでは、心理士、言語聴覚士、社会福祉士等の資格を持つ専門職を
配置し、保護者や児童・生徒本人からのいじめ、不登校等に対する教育相談や、ことば
や発達に対する相談に対応するとともに、子どもの悩みや課題を受け止め、関係機関と
連携しながら適切な社会資源等につなぐなど解決や支援へ結びつけることができた。
▼いじめ、不登校等に対する教育相談件数：延べ6,187件
▼ことばや発達に対する発達・ことばの相談件数：延べ946件
▼スクールソーシャルワーカーへの相談人数：実人数63人
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№46

取組名 担当課

№47

取組名 担当課

№48

取組名 担当課

№49

取組名 担当課

№50

取組名 担当課

特別支援教育に関わる巡回相談事業 教育支援課
令和７年度の取組と実績

特別支援学級介助員配置事業 教育支援課
令和７年度の取組と実績

特別支援教育支援員配置事業 教育支援課
令和７年度の取組と実績

学校と家庭の連携推進事業 教育支援課
令和７年度の取組と実績

不登校対策事業 教育支援課
令和７年度の取組と実績

学校からの要請により、通常学級に在籍する配慮を必要とする児童・生徒に対し、医師
や作業療法士等の専門家が学校を巡回しながら行動観察を行い、今後の指導方針等
を助言等をする巡回相談を実施し、教員の指導力のスキルアップにつなげた。
▼巡回相談回数：小学校18回、中学校12回

特別支援学級に在籍する児童・生徒に対し、身辺自立を目的とした生活習慣の育成
や学習、集団行動、登下校時の支援等を行う介助員を配置し、支援の充実や安全確
保につなげた。
▼特別支援学級介助員：28人配置

特別支援学級及び通常学級に在籍し、支援を必要とする児童・生徒に対し、移動や身
辺の介助、指導の補助等を行う支援員を配置し、安全で安定した学校生活及び保護
者の負担軽減につなげた。
▼特別支援教育支援員：９人配置

いじめ、不登校、暴力行為、児童虐待等生活指導上の課題を抱える児童・生徒及び
保護者に対し、相談及び支援を行う家庭と子どもの支援員（小学校19人、中学校７
人）を配置し、児童・生徒の問題行動の改善や未然防止に努めた。
▼対象児童・生徒数：小学校54人、中学校26人

適応指導教室(ゆうゆう教室)において、不登校児童・生徒に対し、一斉・個別の学習支
援や豊かな人間関係を築くための適応指導を行った。
また、ゆうゆう教室にも登室できない不登校児童・生徒に対し、相談員を派遣し、話し
相手、相談相手等となることにより、人間関係の回復、社会適応に向けた自立支援を
行うゆうあいフレンド派遣事業を実施した。
▼ゆうゆう教室利用者数（年度末）：15人
▼ゆうあいフレンド利用者数（年度末）：３人
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（３）いじめや児童虐待の防止
№51

取組名 担当課

№52

取組名 担当課

№53

取組名 担当課

№54

取組名 担当課

№55

取組名 担当課

DV（ドメスティック・バイオレンス）及びス
トーカー行為等の被害者支援に関する
庁内連絡会

政策室

令和７年度の取組と実績

産後ケア事業（再掲） 子ども家庭課
令和７年度の取組と実績

　子育てひろば事業（再掲）
福祉政策課・子ども発
達支援課・児童育成課

令和７年度の取組と実績

　コモンセンスペアレンティング講座事業 子ども発達支援課
令和７年度の取組と実績

児童虐待防止啓発事業 子ども家庭課
令和７年度の取組と実績

配偶者等からの暴力及びストーカー行為等の被害者を支援することを目的とし、関係
部署の連携及び情報の共有化を行うため、ＤＶ及びストーカー行為等の被害者支援に
関する庁内連絡会を開催し、関係各課における連携を図った。

子育てひろばの利用者数が増加し、各種プログラム等を通じて、保護者同士の交流や
情報交換の場を広げることができた。
定期的に通信を発行し様々な活動を周知することで、より多くのひろば利用につなげる
取組を行った。
▼子育てひろば利用者数：36,433人（子ども家庭支援センター、児童館・児童セン
ター、ふらっとなんぶで実施。保護者の合計利用者数）

児童虐待を防止するため、親の子どもへの接し方や、効果的な子育てについて学ぶこ
とを目的とした「コモンセンスペアレンティング講座」（全７回、受講者７人）及び本講座
の紹介講座（全１回、受講者９人）を実施した。

妊娠届申請時やママパパ学級、ゆりかご狛江（妊婦面談）時等に産後ケア事業の周知
を行い、出産後に家族等の支援がなく、育児に不安のある産婦に対して、母体の休息
と育児相談を行うことで安心して出産、育児ができるよう支援した。周知を徹底し、申請
数等も増加した。なお、生活保護、非課税世帯対象者は自己負担なしで利用可能で
あるため、未婚、経済困窮、支援が少ない産婦の産後の有効な支援制度の一つとし
て、産婦及び乳児に対して心身のケア、育児サポート等を行った。
▼申請355件(うち生活保護等対象者申請者数１件）、利用回数デイ179件、ショート
ステイ179件

オレンジリボン・児童虐待防止推進キャンペーンに合わせて、市役所２階ロビーで児童
虐待防止のためのパネル展示（11月４日～21日）を実施するとともに、狛江市民まつり
（11月16日）に出展し、啓発活動を行った。狛江市立小・中学校の全児童・生徒を対
象に相談先が記載されているSOSカードを配付した。
▼SOSカード配布枚数：小学校3,931枚、中学校1,424枚
　関係機関との連携強化を図るため、要保護児童対策地域協議会議（代表者会議・
実務者会議）を開催した。
▼代表者会議（１回開催）
　 実務者会議（36回開催）
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№56

取組名 担当課

№57

取組名 担当課

№58

取組名 担当課

№59

取組名 担当課

（４）子どもが健やかに安心して暮らせる環境づくり

№60

取組名 担当課

児童虐待対策強化事業 子ども家庭課
令和７年度の取組と実績

子ども家庭在宅サービス事業（再掲） 子ども発達支援課
令和７年度の取組と実績

養育支援訪問事業 子ども家庭課
令和７年度の取組と実績

いじめ問題等対策推進 指導室
令和７年度の取組と実績

市民公益活動事業補助金（多世代型
交流子育てサポート事業）

政策室

令和７年度の取組と実績

被虐待相談ケースは、令和５年度は144件、令和６年度は149件、令和７年度は179
件と増加している。養育困難の相談は令和５年度79件、令和６年度129件、令和７年
度143件と増加している。
虐待対策ワーカーが中心となって相談対応を行うとともに、児童相談所等の関係機関
との個別ケース会議等を開催するなど、関係機関と情報共有や連携強化を図った。

子育てを行う家庭の負担を軽減するため、子ども家庭在宅サービス（一時保育、ショー
トステイ、育児支援ヘルパー）を行った。
▼一時保育：延べ105件
▼ショートステイ：延べ45件
▼育児支援ヘルパー：延べ322件

養育支援訪問事業では、母子保健係と連携をしながら、虐待対策ケースワーカーが要
支援家庭へ訪問し、養育に関する指導、助言等を行った。
▼虐待対策ケースワーカー訪問件数：19件

いじめ防止対策推進法に基づき、いじめ防止等のための対策に係る事項について調
査・審議等するために設置している狛江市いじめ問題対策委員会を２回開催した。狛
江市いじめ防止基本方針の改定をすすめ、教育委員会に答申するとともに、ふれあい
月間や問題行動等調査の集計結果の数値等を活用した意見交換に加え、学校におけ
るいじめ対策の充実、いじめ問題に係る保護者対応・連携等についての協議を行い、
関係機関から助言を受けた。

子どもと子育て家庭が地域の人に出会える居場所の開設、地域の専門士によるミニ講
座の開設、季節のイベント事業等を実施する「多世代型交流子育てサポート事業」に対
して、市民公益活動事業補助金の交付により活動を支援した。
▼参加者数：延べ950人
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№61

取組名 担当課

№62

取組名 担当課

№63

取組名 担当課

№64

取組名 担当課

受験生チャレンジ支援貸付事業 福祉相談課
令和７年度の取組と実績

進学準備給付金事業 福祉相談課
令和７年度の取組と実績

生活困窮者自立相談支援（子どもの学
習支援）

福祉相談課

令和７年度の取組と実績

ひとり親家庭等学習支援 子ども若者政策課
令和７年度の取組と実績

中学３年生、高校３年生とそれに準ずる方を養育し、収入が一定基準以下の世帯を対
象に、高校、大学等の受験料と、学習塾等受講料を無利子で貸付し、対象となる高
校・大学等に入学した場合、申請により返済が免除される受験生チャレンジ支援貸付
事業を実施することにより、子どもの教育機会の保障につなげた。
▼貸付決定：62件（学習塾等受講料29件、受験料33件）
▼相談：延べ450件

生活保護世帯の子どもで大学等へ進学した方に対して、給付金を支給することにより
進学への支援をしている。令和５年度及び令和６年度は対象者がいなかったため、支
給実績はなかった。令和７年度は２人に対して給付金の支給を行っている。
令和８年度に大学等へ進学を検討する生徒に対しては、前年度から当該給付金も含
めて情報提供を行い、自立に向けた目標設定が行えるように心がけている。
▼支給者数：２人

生活に困窮する世帯の小・中学生を対象として、学習支援及び生活支援を実施するこ
とにより、各家庭の課題解決に向けた支援を行った。本事業を利用した子ども及び保護
者が希望する場合は、高校生になっても支援を継続した。また、ボランティア交流会及
びボランティア研修会を実施し、ボランティアと事業の目的共有等を行い事業の充実を
図った。
▼利用者数：29人
▼学習支援ボランティア：73人（登録者数）

子どもの学習面、生活面に関する支援を行うとともに、居場所としての機能を持たせる
ことで、ひとり親家庭の子どもの生活の向上を図った。小学生・中学生枠、中学生・高
校生枠の２部制とし、９月に相互協力を引き出すボードゲーム等を活用したイベント、
10月にコミュニケーションイベント、12月にネイティブによる英会話を交えたクリスマスイ
ベントも２部枠で年齢に応じた内容で開催し、過ごしやすい居場所の運営に努めた。ま
た、３月にはマネーセミナーイベントを中学生・高校生枠で開催し、お金に関する基礎知
識を学ぶ機会を設けた。そのほか、フードバンク狛江とも連携をし、学習の節目に子ども
たちにお菓子を提供していただいた。
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取組名 担当課

№66

取組名 担当課

№67

取組名 担当課

№68

取組名 担当課

№69

取組名 担当課

№65

子ども食堂の推進 子ども若者政策課
令和７年度の取組と実績

養育費確保支援事業 子ども若者政策課
令和７年度の取組と実績

狛江市子どもの権利条例 子ども若者政策課
令和７年度の取組と実績

子ども・若者・子育て会議 子ども若者政策課
令和７年度の取組と実績

学習フリースペース 公民館
令和７年度の取組と実績

子どもの孤食を減らすとともに、子どもが安心できる地域の居場所づくり及び保護者へ
の子育て支援を目的として実施している子どもの居場所づくり支援事業補助金につい
て、６団体に計267,636円の補助金を交付することで、経済面から子育て世帯の居場
所としての機能を持つ地域団体の支援を行った。また、市内の子ども食堂関連団体に
て構成される連絡会についても、定期的に出席するなど、関係団体との情報共有や意
見交換を行った。

ひとり親家庭における経済的基盤を確保し、子どもの成長及び生活水準の保障などを
図り、養育費の継続した確保を支援するため、養育費確保支援事業を周知した。
▼助成件数：８件

有識者や関係機関、市民委員等を交えた議論により子ども・若者応援プランにおける
重点施策や各種事業の取組状況を検証し、実施計画の進捗管理を行うとともに、次期
計画策定のための課題の洗い出しや方向性等の議論を踏また次期計画の議論を行っ
た。

狛江市子どもの権利条例制定に当たり、子どもや子育て当事者等の意見を条例に反
映させることを目的として、ワークショップ（子ども向け２回［参加者数：計25人］、大人向
け１回［参加者数：12人］、子ども・大人合同１回［参加者数：17人］）、子どもの声を聴
くことの価値を深めることを目的として、フォーラム（参加者数：約50人）を開催した。
また、条例制定後に内容の共有と実践を図るための周知啓発用リーフレットを作成する
ことを目的として子ども向けワークショップ（参加者数：15人）を開催した。条例を伝える
ことを通じて、単なる意見を伝える場だけでなく、自分たちの暮らす狛江市の「まちづく
り」に参加するプロセスにも寄与してもらうことができた。

市内に自習ができる場所がほしいという子どもたちの要望に応えるため、市内で子ども
の学習を支援する市民団体の協力により、公民館の居場所事業の一環で、主に学生
(小学生～大学生等)が一人で勉強(自習)するためのスペースとして、学習フリース
ペース事業を実施した。
元々中央公民館の貸出室を開放していたが、令和６年９月から令和７年10月までは、
中央公民館の改修工事により西河原公民館で臨時的に実施した。
なお、令和７年11月より、改修後の中央公民館に常設のスタディコーナーを設置したた
め、事業を終了した。
▼実施日数：45日
▼参加者数：延べ84人
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№70

取組名 担当課

№71

取組名 担当課

居場所事業 公民館
令和７年度の取組と実績

スタディコーナー・フリースペース 公民館
令和７年度の取組と実績

令和７年11月に「こまえみらいテラス」がリニューアルオープンし、常設のスタディコー
ナーの設置及びフリースペースを設け自習などを行うことができるスペースを確保した。
テスト期間や受験期間はほぼ満席になるなど、子供たちが自習できる場所の確保に努
めた。
▼実施日：休館日、年末年始を除く毎日

夏季の学校一斉閉庁期間に「夏休み子ども・中高生スペース」を実施した。「夏休み子
ども・中高生スペース」は市内で子どもの学習支援を行う団体やシルバー人材センター
等と協力して、夏休みの子どもたちに居場所を提供した。中央公民館改修に伴い西河
原公民館で実施した。
夏休み子ども・中高生スペース
▼実施日数：４日
▼参加者数：延べ424人
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（１）教育・啓発の推進

№72

取組名 担当課

№73

取組名 担当課

№74

取組名 担当課

№75

取組名 担当課

分野別施策２ 女性の人権

男女共同参画に関する情報提供 政策室
令和７年度の取組と実績

政策・方針決定過程における男女共同
参画の推進

政策室

令和７年度の取組と実績

ストーカーやセクシュアル・ハラスメント、
DV防止のための啓発

政策室

令和７年度の取組と実績

職員研修等（男女共同参画の推進）
（再掲）

職員課

令和７年度の取組と実績

施策の
方向性

全ての人が性別に関わりなくお互いを認め合い、個性や能力を発揮し、自
分らしい生き方ができる社会の実現に向け、男女共同参画に関する意識
の醸成や教育に取り組みます。
また、配偶者等からの暴力やデートDV、セクシュアル・ハラスメント等は重
大な人権侵害であり、深刻な社会問題となっていることから、関係機関と
連携し、被害の防止及び被害者支援のための取組を進めます。

男女共同参画週間に合わせてパネル展を開催し、東京都が実施した男性の家事・育
児実態調査結果、令和6年4月施行「困難な問題を抱える女性への支援に関する法
律」の紹介、狛江市及び東京都のライフ・ワーク・バランスの取組紹介等を掲載すること
で男女共同参画に関する市民の意識醸成を図った。また、情報誌「男女共同参画推
進委員会だより」を発行し、市内小・中学校の全児童・生徒や、市内公共施設、飲食店
等へ配布することで、市民が男女共同参画に関心を持つ機会を提供した。

無作為抽出による審議会等の公募市民委員及び公募市民委員等候補者の募集を行
い、５つの審議会等において延べ53人の応募があった。
また、市民委員の募集、審議会等の開催予定情報を広報こまえ、市ホームページに
掲載する等情報提供を行った。
▼審議会等委員の男女比：男性66.4％、女性33.6％（令和８年３月末時点）

DV防止等の周知について、庁舎の女性トイレに、女性のためのカウンセリングの案内
カードや都が発行した啓発カードを配架し、当事者が手に取りやすい環境に配慮した。

東京都市町村職員研修所の「課長新任研修（公務員倫理・ハラスメントの防止・メンタ
ルヘルス）」に職員を１人、「係長新任研修（公務員倫理・ハラスメントの防止・メンタル
ヘルス）」に６人、「男女共同参画研修」に２４人を派遣した。庁内研修では「ハラスメント
防止研修」を実施し、管理職57人、一般職32人が受講した。また、「人権・男女共同
参画研修」（政策室と共催）を38人が受講し、ハラスメント防止及び男女共同参画への
理解促進を図った。
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№76

取組名 担当課

（２）相談・支援体制の充実

№77

取組名 担当課

№78

取組名 担当課

№79

取組名 担当課

№80

取組名 担当課

子育てセミナー 公民館
令和７年度の取組と実績

女性のためのカウンセリングの実施 政策室
令和７年度の取組と実績

女性の人権ホットライン（女性の人権問
題）

政策室

令和７年度の取組と実績

東京ウィメンズプラザ相談室 政策室
令和７年度の取組と実績

女性のための働き方セミナーの実施 地域活性課
令和７年度の取組と実績

子どもと親の関わり、子どもの発達について、参加者のグループディスカッションや講義
で理解を深め、子どもの人権に配慮した保育を付帯し、子育てや自分の生き方につい
て見つめ直す機会と仲間づくりのきっかけを提供した。
▼講座回数：11回
▼参加者数：延べ73人

法務局の電話相談である女性の人権ホットラインについて、市ホームページ等で周知
を行った。
※「女性の人権ホットライン」・・・配偶者やパートナーからの暴力、職場等におけるセク
シュアル・ハラスメント、ストーカー行為といった女性をめぐる様々な人権問題について
の相談を受け付ける専用相談電話。令和７年１０月１日から「みんなの人権１１０番」に
統合。

東京ウィメンズプラザの各種相談の利用案内について、市ホームページ等で周知を
行った。
※一般相談、法律相談、精神科医による面接相談、DV専用相談、男性のための悩み
相談、LINE相談、外国語によるDV相談

多様なライフスタイルの実現に向けて、子育てや介護等と両立しながら、自宅で仕事を
したい方を対象とした自営型テレワークセミナーを開催した。
▼入門セミナー１回（参加者：17人）
▼スタートアップセミナー２回（参加者：延26人）

毎月第１・２・４水曜日に女性の様々な悩みごと（自分自身の生き方のこと、夫婦・家族
間の問題、心の問題や健康、からだのこと、職場や地域の人間関係、セクハラやストー
カー、ドメスティックバイオレンスなど）について、解決の糸口となるようカウンセラーによ
る女性のためのカウンセリングを実施した（電話相談可）。
広報こまえ、市ホームページへの掲載、庁舎の女性トイレに案内カードを設置し、相談
窓口の周知を行った。
▼相談件数：100件
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№81

取組名 担当課

№82

取組名 担当課

№83

取組名 担当課

（３）DVの防止と被害者支援

№84

取組名 担当課

№85

取組名 担当課

こんにちは赤ちゃん訪問事業（再掲） 子ども家庭課
令和７年度の取組と実績

ゆりかご狛江 子ども家庭課
令和７年度の取組と実績

産後ケア事業（再掲） 子ども家庭課
令和７年度の取組と実績

DV（ドメスティック・バイオレンス）及びス
トーカー行為等の被害者支援に関する
庁内連絡会（再掲）

政策室

令和７年度の取組と実績

DV等への相談支援 子ども若者政策課
令和７年度の取組と実績

助産師等専門職が妊婦に面談を行い、心身の状態や家庭の状況、子育て支援のニー
ズを把握し、必要な母子保健サービスについて情報提供を実施した。継続的な支援が
必要なハイリスク妊婦を把握し、地区の保健師等につなぐことにより妊娠期から専門職
が関わることで、産後も切れ目ない支援が実施できるようきめ細かい支援を実施した。
▼実施件数：529件

配偶者等からの暴力及びストーカー行為等の被害者を支援することを目的とし、関係
部署の連携及び情報の共有化を行うため、ＤＶ及びストーカー行為等の被害者支援に
関する庁内連絡会を設置し、関係各課における連携を図った。

令和７年度の母子・父子自立支援員･女性相談支援員による相談総数は1,588件と、
令和６年度（1,542件）と比較して増加した。また、関係連絡会等への参加により情報
共有に努めた。
▼相談件数：1,588件

赤ちゃん誕生連絡票に基づき、自宅に訪問指導員が訪問し、発育の確認と栄養、育
児に関する助言指導を行い、子育てに関するサービスの情報提供を行った。また、妊
婦面談等の結果からハイリスクと思われる継続的な支援が必要なケースについては、
地区担当保健師が訪問し、早期支援を実施し、切れ目のない支援を提供した。未婚、
経済困窮等の女性に対して、こんにちは赤ちゃん訪問等で実態を把握し、必要に応じ
て、子ども家庭支援センターや女性相談窓口等につなげている。
▼実施件数：502件

妊娠届申請時やママパパ学級、ゆりかご狛江（妊婦面談）時等に産後ケア事業の周知
を行い、出産後に家族等の支援がなく、育児に不安のある産婦に対して、母体の休息
と育児相談を行うことで安心して出産、育児ができるよう支援した。周知を徹底し、申請
数等も増加した。なお、生活保護、非課税世帯対象者は自己負担なしで利用可能で
あるため、未婚、経済困窮、支援が少ない産婦の産後の有効な支援制度の一つとし
て、産婦及び乳児に対して心身のケア、育児サポート等を行った。
▼申請355件(うち生活保護等対象者申請者数１件）、利用回数デイ179件、ショート
ステイ179件
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（１）教育・啓発の推進

№86

取組名 担当課

№87

取組名 担当課

（２）相談・支援体制の充実

№88

取組名 担当課

分野別施策３ 障がいのある人の人権

精神保健福祉講演会 福祉相談課
令和７年度の取組と実績

障がい者理解促進・啓発事業 高齢障がい課
令和７年度の取組と実績

狛江市内権利擁護業務担当者勉強会 福祉政策課

令和７年度の取組と実績

施策の
方向性

障がいのことや障がいのある人への理解促進や、障がいのある人が住み
慣れた地域で自立し、自分らしく暮らすことができ、社会参加できる環境づ
くりを進め、「障がいのある人もない人も、ともに暮らし続けられるまち」を実
現します。

令和７年度は「障がいとともに働き社会の中で認めあう」をテーマに講演会を実施した。
職業を通じた社会参加と自己実現、経済的自立の機会を作り出していく取り組み、職
業リハビリテーションについて学ぶことを目的とし、更に障がい者の働きたい気持ちを支
える多様な仕組みがあることを周知した。二部構成とし、第一部では講師の豊富な実
践経験に基づいた講演を行い、第二部では近隣の障がい福祉サービス事業所４か所
による事例紹介を行った。
▼参加者数：35人

市の権利擁護支援に携わる民生委員・児童委員及び関係機関の職員等を対象に、狛
江市高齢者虐待防止ネットワーク事業にて高齢者虐待防止をテーマとし、狛江市内権
利擁護業務担当者勉強会を２回開催した。また権利擁護に携わる関係機関間との連
携及び資質向上を図った。

障がいのある方が講師となり小学校３校、中学校１校で障がいの体験学習を実施した。
12月３日～９日の障害者週間に合わせて、障がい者団体等の作品展示会を実施し、
16団体が参加した。市内で活動する障がい者団体を紹介するとともに、福祉作業所等
で作成しているポストカード等の展示及びクッキー等の販売を行った。５日と８日には、
視覚障がい者の歩行をサポートするナビゲーションデバイスの屋内体験会を実施し、13
人が機器を体験した。
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№89

取組名 担当課

№90

取組名 担当課

№91

取組名 担当課

№92

取組名 担当課

№93

取組名 担当課

№94

取組名 担当課

成年後見制度市長申立制度 福祉政策課
令和７年度の取組と実績

後見人への報酬助成 福祉政策課
令和７年度の取組と実績

高次脳機能障がい茶話会「トーク＆トー
ク」

福祉相談課

令和７年度の取組と実績

精神保健相談「こころの健康相談室」 福祉相談課
令和７年度の取組と実績

狛江市地域自立支援協議会 福祉相談課
令和７年度の取組と実績

自立支援総合相談事業 高齢障がい課
令和７年度の取組と実績

成年後見制度市長申立制度により、成年後見制度の利用が必要な方のうち、申立て
を行う親族等がいない等の理由で申立てが難しい方について、市長が申立人となること
で、判断能力が十分でない方の権利擁護の支援を行った。
▼申立件数：13件

成年後見制度を利用しなければ福祉サービスを受けることが困難で、かつ経済的に成
年後見人等への報酬の支払いが困難な方に対して、その費用を助成することで、成年
後見制度の利用が必要な方への支援を行った。
▼助成件数：27件（内訳：申立費用助成０件、報酬負担助成27件）

高次脳機能障害の専門医、作業療法士、言語聴覚士、医療ソーシャルワーカーとの
相談会を４回開催し、市民や支援者が参加した。参加者が自らの悩み等を聞いてもら
うとともに、専門的な助言を得られたことで、参加者の安心に寄与した。
▼参加者数：延べ45人

毎日の生活の中の様々なこころの悩みや病気、不安、性格・行動などの問題で困って
いる方に対し、精神科医による精神保健相談を11回開催し、相談者の安心に寄与し
た。
▼相談者数：延べ33人

障害者福祉センターにおいて、自立支援総合相談を通じて、障がい者に対して必要な
支援につなげた。
▼相談支援の利用者数：延べ837件

障がい者及び障がい児の地域における基本的人権を享有する個人としての尊厳にふさ
わしい生活を支援するため、地域の関係機関によるネットワーク構築や、地域の課題整
理を目的として検討会議を開催した。協議会の開催を通じて、複数の地域課題を障が
い福祉関係事業所と共有し、課題解決の取組のひとつとして、相談支援専門員の事例
検討の技術向上を目的に研修会を開催し、相談支援体制の強化を図った。
▼検討会議：４回
▼協議会：３回
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№95

取組名 担当課

№96

取組名 担当課

№97

取組名 担当課

№98

取組名 担当課

№99

取組名 担当課

№100

取組名 担当課

医療的ケア児支援コーディネート事業 高齢障がい課
令和７年度の取組と実績

意思疎通支援事業（研修） 高齢障がい課
令和７年度の取組と実績

意思疎通支援事業（派遣） 高齢障がい課
令和７年度の取組と実績

心身障がい者（児）緊急一時保護委託
事業

高齢障がい課

令和７年度の取組と実績

障がい児支援事業 高齢障がい課
令和７年度の取組と実績

障がい児通所施設等支援事業 高齢障がい課
令和７年度の取組と実績

医療的ケア児（日常的に医療的な支援を要する児童）の受入れについて、コーディ
ネーター、医師、看護師、訪問看護ステーション管理者、保健所と市の関係部署の職
員で構成する部会を２回開催し、医療的ケア児の保育所や学校での受入れの推進に
ついて取り組んだ。

聴覚障がい者や音声・言語機能障がい者の意思疎通を支援する手話通訳者及び要
約筆記者の養成に取り組んだ。
手話通訳者の講習会を初級、中級、上級、養成の４コース開催し、合計46人が修了し
た。
要約筆記者の養成講習会は1人が修了した。

手話通訳者及び要約筆記者を派遣することにより、聴覚障がい又は音声機能障がい
若しくは言語機能障がいのある者の意思疎通の支援を行い、対象者の社会参加の促
進を支援した。
▼利用件数
　　手話通訳者：537件
　　要約筆記者：116件

心身障がい者（児）の介護者が病気や冠婚葬祭等で介護を行うことができない場合
に、当該介護者に代わって介護を行う心身障がい者（児）緊急一時保護事業を行っ
た。
▼利用件数：121件

児童発達支援事業において、発達に遅れのある就学前の子どもに対して、親子での通
所により必要な療育や支援を行い、子どもの成長・発達を支援した。
▼実利用者数：171人

地域デイグループ事業を実施していた事業所のうち児童福祉法に基づく障害児通所支
援事業所に移行した３事業所に対し、安定した運営を行うための負担軽減及び自立の
促進の対策として家賃の一部を補助し、障がい児通所支援事業所の安定的な運営を
支援した。
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№101

取組名 担当課

（３）障がいのある人の自立・社会参加に向けた取組の推進

№102

取組名 担当課

№103

取組名 担当課

№104

取組名 担当課

№105

取組名 担当課

利用支援サービスの実施 図書館
令和７年度の取組と実績

障がい者就労・生活支援 高齢障がい課
令和７年度の取組と実績

地域活動支援センター事業 高齢障がい課
令和７年度の取組と実績

障がい者スポーツ教室 社会教育課
令和７年度の取組と実績

パラスポーツ普及促進事業 社会教育課
令和７年度の取組と実績

障がい者の一般就労の機会の拡大を図るとともに、障がい者が安心して働き続けられ
るようにするため、就労面と生活面の支援を一体的に提供することにより、障がい者の
自立と社会参加の促進につなげた。
▼就労支援事業の登録者数：281人（令和７年度末時点）

地域で生活する障がい者の日常生活の支援、創作的活動・生産活動の機会の提供、
社会交流の促進等を実施することで、障がい者の地域生活支援の促進を図った。

主に知的障がいのある児童・生徒がスポーツを親しむ機会を提供し身体調整力の向上
を図るとともに、保護者を交えたコミュニケーションの活性化を目的として、障がい者を
対象としたスポーツ教室を実施した。
▼全10回、参加者数64人

障がい者スポーツ理解促進のため、ボッチャの教室や大会を実施したほか、こまえス
ポーツフェスタではデフリンピックの周知ブースとして、デフ陸上スタートランプ体験コー
ナーを設置し、パラスポーツや障がい者への理解促進に努めた。

図書館への来館や読書に困難を感じる人を対象とした利用支援サービスを実施し、読
書活動支援の充実につなげた。
また、協力員を対象とした講習会を実施し、音訳・点訳のスキルアップを図った。
▼録音資料貸出：103タイトル
▼宅配サービス：40回・120タイトル
▼DAISY資料製作：12タイトル
▼点字資料製作：２タイトル
▼講習会：６回
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№106

取組名 担当課

№107

取組名 担当課

（４）障がいのある人が安心して安全に暮らせる環境づくり

№108

取組名 担当課

№109

取組名 担当課

チャレンジ学級 公民館
令和７年度の取組と実績

障がい者支援に関する団体の公共施
設の使用料の減免

関係各課

令和７年度の取組と実績

市民公益活動事業補助金（狛江バリア
フリーマップ車いす街歩き）

政策室

令和７年度の取組と実績

市民公益活動事業補助金（東京2025
デフリンピックに向けた狛江市内手話理
解促進講演会と商工会全加盟店舗で
の手話接客に向けた研修会）

政策室

令和７年度の取組と実績

障がい者が社会参加しやすい環境づくりに寄与することも目的として、障がい者及び障
がい者の介護者又は支援する団体等の活動に際して、地域・地区センターや公民館
等の公共施設の使用料を免除した。

車いすユーザーの視点で市内のバリアフリー状況を実地で確認し、情報の共有、報
告、また市民が車いすユーザーの不便を直接体験することで、まちの課題と車いす
ユーザーのおかれる状況の理解に繋げる「狛江バリアフリーマップ車いす街歩き」事業
に対して、市民公益活動事業補助金の交付により活動を支援した。
▼参加者数：約50人

義務教育を修了した障がいのある人を対象に、仲間と集い学び・遊び、暮らしを広げ、
豊かにすることを目的とし、創作活動やスポーツ活動等を行った。また、学級生の体力
の低下等により難しくなっている館外活動の代わりに、ダンボール迷路(ダンボールで
作った迷路）を西河原公民館の室内に設置し、身近な場所で迷路を楽しむことができ
た。
▼実施回数：18回
▼参加者数：延べ103人

第20回冬季デフリンピック（2024年トルコ）銅メダリストの松橋早友梨選手を講師に迎え
た講演会開催、商工会会員や市民向けの「ありがとう」等の簡単な手話表現の研修会
の実施のほか、手話接客普及のための商工会加盟店委対する手話啓発ポスターの配
布及び「ありがとう動画」の視聴案内等、狛江市における共生社会づくりにむけた意識
醸成や多様性の尊重に繋げる「狛江市内手話理解促進講演会と商工会全加盟店舗
での手話接客に向けた研修会」事業に対して、市民公益活動事業補助金交付により、
活動を支援した。
▼参加者数：延べ150人
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№110

取組名 担当課

№111

取組名 担当課

№112

取組名 担当課

№113

取組名 担当課

市民公益活動事業補助金（障がいの
ある方が自身の表現を通じて社会に理
解を深めてもらうアート展）

政策室

令和７年度の取組と実績

狛江市内権利擁護業務担当者勉強会
（再掲）

福祉政策課

令和７年度の取組と実績

障がい者虐待防止保護事業 福祉相談課
令和７年度の取組と実績

インターネット中継字幕対応音声認識
システムの導入

議会事務局

令和７年度の取組と実績

障がいのある方や社会的に孤立状態にある方にアートを通じて交流の場を提供し、市
民との接点を増やす「障がいのある方が自身の表現を通じて社会に理解を深めてもらう
アート展」事業に対して、市民公益活動事業補助金の交付により活動を支援した。
▼参加者数：延べ200人

市の権利擁護支援に携わる民生委員・児童委員及び関係機関の職員等を対象に、狛
江市高齢者虐待防止ネットワーク事業にて高齢者虐待防止をテーマとし、狛江市内権
利擁護業務担当者勉強会を２回開催した。また権利擁護に携わる関係機関間との連
携及び資質向上を図った。

聴覚に障がいのある人や高齢者などに配慮した議会インターネット中継字幕音声認識
システムを令和４年第３回定例会より導入しており、市民が自身のスマートフォンやＰＣ
等で、市議会ホームページを経由し、UDトークというアプリを起動することにより、本会議
等の議場での発言をほぼリアルタイムで字幕を確認できるようにしている。

令和６年11月に障がい者基幹相談支援センターを設置し、障がい者虐待防止セン
ター業務を基幹相談支援センターが担うことになった。障がい者虐待防止に関するパ
ンフレットを、市役所の窓口に配架するとともに、関係機関へ配布し、障がい者虐待の
知識の普及啓発と虐待の未然防止に努めた。また障害者虐待の通報を受けた場合
は、虐待の再発防止のため、障がい者の保護のための受入れ施設の調整に努めること
や、養護者への助言、また施設等で発生した虐待については、入所施設等へ対応改
善を求めること等を通じ、障がい者が地域で安心して暮らし続けるための環境整備に寄
与した。
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（１）教育・啓発の推進

№114

取組名 担当課

№115

取組名 担当課

№116

取組名 担当課

分野別施策４ 高齢者の人権

特殊詐欺被害防止への取組 安心安全課
令和７年度の取組と実績

消費生活市民講座等の実施 地域活性課
令和７年度の取組と実績

高齢者虐待防止講演会 福祉相談課
令和７年度の取組と実績

施策の
方向性

高齢者が住み慣れた地域で、いつまでも健康で自分らしく暮らし続けること
ができるよう、医療、介護、住まい、介護予防及び生活支援のサービスが
切れ目なく提供される地域包括ケアシステム等の仕組みを通じて、高齢
者が個人として尊重され、生きがいを持つことができる地域共生社会の実
現を目指します。

第１回は民生委員を対象に、第２回は高齢者虐待対応協力者である市内介護サービ
ス事業者等を対象に、養護者による高齢者虐待の防止と高齢者の権利擁護をテーマ
とした講演会を計２回開催した。講師は高齢者の虐待防止や成年後見等の権利擁護
に関する研修講師、成年後見制度の後見人受託等、幅広く活動している専門職へ依
頼した。地域の関係機関や民生委員が養護者による高齢者虐待防止と高齢者の権利
擁護についての理解を深め、早期の高齢者虐待の発見、養護者支援につながる取組
みとなった。
▼参加者数：第１回46人、第２回19人

調布警察署、調布市との三者会議等による最新の手口等の情報共有や、調布警察署
からの特殊詐欺入電情報に基づき、安心安全情報メール等による注意喚起を行った。
特殊詐欺被害防止に効果的な自動通話録音機の無償貸与を行うとともに、コマラジ
「コマエム！火曜日」等による啓発を行った。
更なる対策強化のため、広報こまえ８月15日号の一面において、調布警察署や市内
のデザイナーと協力し、思わず手に取って読んでもらえるようなインパクトのある特殊詐
欺被害啓発記事を作成し、注意喚起を行った。また、このインパクトのある表紙の一部
を使用した特殊詐欺啓発チラシを新たに作成し、注意喚起を行った。
新たに福祉保健部と連携し、65歳以上になった市民に送付するお手紙に特殊詐欺啓
発チラシを同封したほか、健康と長寿を祝う会でも注意喚起を行った。
11月と12月、近年特殊詐欺に利用されるケースが多発する国際電話番号からの着信
を受けなくする国際電話不取扱サービスについて、市役所２階ロビーに調布警察署の
特設ブースを設置し、警察官が代理で申込を行うことで、特殊詐欺の撲滅に取り組ん
だ。

消費者行政の一環として、消費に関する学習や教育の場を提供し、一人ひとりが消費
者の立場として自ら考え主体的に行動できることを目的に、専門講師を招き、講座を開
催した。
▼「賢い消費者のお金のはなし NISAを実践してみよう！」（参加者23人）
また、消費者被害の防止を目的として、落語や漫才を交えた講座を開催した。
▼「これからの暮らしを守る講座～笑って賢く学ぶ！終活と健康食品の消費者トラブ
ル」（参加者21人）
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№117

取組名 担当課

（２）相談・支援体制の充実

№118

取組名 担当課

№119

取組名 担当課

№120

取組名 担当課

№121

取組名 担当課

№122

取組名 担当課

認知症理解促進・啓発事業 高齢障がい課
令和７年度の取組と実績

消費生活相談の実施 地域活性課
令和７年度の取組と実績

消費生活に関する弁護士相談の実施 地域活性課
令和７年度の取組と実績

狛江市内権利擁護業務担当者勉強会
（再掲）

福祉政策課

令和７年度の取組と実績

成年後見制度市長申立制度（再掲） 福祉政策課
令和７年度の取組と実績

後見人への報酬助成（再掲） 福祉政策課
令和７年度の取組と実績

認知症啓発イベントを民間事業者にて委託開催し、８人が参加した。
認知症の早期発見・対応を啓発する機会として、認知症チェックリストを高齢者約
20,000人に送付するとともに、ＨＰに認知症チェックサイトを開設し3,058人がアクセスし
た。

消費生活に関する心配事やトラブル等を抱えている方の相談窓口として、消費生活セ
ンターを設け、消費生活相談を受け付けている。
▼消費生活相談　月曜日～金曜日　午前９時～正午、午後１時～午後４時（567件）

消費生活相談の中で、弁護士の見解を要するものについて専門家よりアドバイスを受け
ることで、相談者へより高度な助言を提供した。
令和７年度は22回の弁護士相談実績があり、相談者に対する複雑かつ高度な問題解
決に寄与した。

市の権利擁護支援に携わる民生委員・児童委員及び関係機関の職員等を対象に、狛
江市高齢者虐待防止ネットワーク事業にて高齢者虐待防止をテーマとし、狛江市内権
利擁護業務担当者勉強会を２回開催した。また権利擁護に携わる関係機関間との連
携及び資質向上を図った。

成年後見制度市長申立制度により、成年後見制度の利用が必要な方のうち、申立て
を行う親族等がいない等の理由で申立てが難しい方について、市長が申立人となること
で、判断能力が十分でない方の権利擁護の支援を行った。
▼申立件数：13件

成年後見制度を利用しなければ福祉サービスを受けることが困難で、かつ経済的に成
年後見人等への報酬の支払いが困難な方に対して、その費用を助成することで、成年
後見制度の利用が必要な方への支援を行った。
▼助成件数：27件（内訳：申立費用助成０件、報酬負担助成27件）
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№123

取組名 担当課

№124

取組名 担当課

№125

取組名 担当課

№126

取組名 担当課

ふらっとなんぶ（こまほっとシルバー相
談室）

福祉政策課

令和７年度の取組と実績

虐待防止・見守りネットワーク事業 福祉相談課
令和７年度の取組と実績

こまほっとシルバー相談室 福祉相談課
令和７年度の取組と実績

老人保護措置費 高齢障がい課・福祉相談課

令和７年度の取組と実績

高齢者虐待防止を目的とした関係機関との連携強化、狛江市の高齢者虐待防止に関
する情報共有を目的に、虐待防止・見守りネットワーク専門機関代表者会議を開催し
た。（年１回）
また、高齢者の虐待や、支援を必要とする高齢者を早期に発見し、高齢者が住み慣れ
た地域で安心した暮らしが継続できるよう支援する業務を市内に３か所ある地域包括
支援センターで行い、市福祉相談課が連携して支援を行った。

（養護老人ホーム措置）
環境上の理由及び経済的理由により居宅において養護を受けることが困難な方を養
護老人ホーム等へ措置を行った。
▼措置人数：養護老人ホーム：７人
（特別養護老人ホーム措置）
高齢者が安心して暮らすことができるよう、措置入所支援により、更なる虐待を防止す
るとともに、安定した生活基盤の確保につなげることができた。
▼措置人数：特別養護老人ホーム：３人

高齢者を含む地域住民の身近な相談窓口として、ふらっとなんぶを設置し、地域の高
齢者等の相談対応や居場所を提供するとともに、一人暮らしなど孤立しがちな高齢者
の生活実態を把握し、町会・自治会や地域包括支援センター、コミュニティソーシャル
ワーカー、民生委員等の関係機関と連携した専門的な見守り活動を通じ、高齢者が住
み慣れた地域で安心して生活できることに寄与した。
▼利用件数：ふらっとなんぶ　延べ1,451件
▼見守り活動件数：こまえ苑エリア　延べ936件

地域における高齢者の身近な相談窓口として、市内に２か所のこまほっとシルバー相
談室（「狛江団地」「多摩川住宅」）を設置し、地域の高齢者の相談を受けるとともに、
一人暮らし等孤立しがちな高齢者の生活実態を把握し、自治会や管理組合、消防、警
察、地域包括支援センター、コミュニティソーシャルワーカー等の関係機関と連携した
専門的な見守り活動を通じ、高齢者が住み慣れた地域で安心して生活できることに寄
与した。
▼相談件数：狛江団地　延べ8,224件、多摩川住宅　延べ6,898件
▼見守り活動件数：狛江団地　延べ8,086件、多摩川住宅　延べ6,898件
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№127

取組名 担当課

№128

取組名 担当課

№129

取組名 担当課

№130

取組名 担当課

№131

取組名 担当課

高齢者緊急時通報事業 高齢障がい課
令和７年度の取組と実績

高齢者宅配推奨事業者登録制度 高齢障がい課
令和７年度の取組と実績

高齢者居宅内ごみ出しサポート事業 高齢障がい課
令和７年度の取組と実績

介護者支援事業 高齢障がい課
令和７年度の取組と実績

権利擁護事業 高齢障がい課
令和７年度の取組と実績

一人暮らしの高齢者等に対して緊急時に通報できる装置の設置及び使用料の助成、
機器を貸与することにより、日常的な見守りや孤独死の防止、一人暮らしへの不安感の
解消を図った。
▼緊急通報装置シルバーホンあんしん　利用者数：17人
▼高齢者救急代理通報システム事業 　利用者数：109人

市が高齢者向けに栄養バランスの取れた調理済みの食事の配送及び見守りを行う事
業者を宅配推奨事業者として登録及び周知をすることにより、高齢者が健康的で自立
した生活を送ることができるよう支援するため、パンフレットを作成し、各地域包括支援
センター及び市窓口、HPで周知した。

高齢者の誰もが適切な在宅環境を維持することにより住み慣れた地域で自らの能力を
最大限に活かして自分らしい生活を送ることを目指し、認知機能の低下、精神疾患等
の要因によりごみを居宅内からごみ置場へ排出することが困難な高齢者に対し、ごみの
排出に係る支援を行う高齢者居宅内ごみ出しサポート事業を行った。
▼居宅内に堆積したごみの片づけ費用の給付利用件数：１件
▼居宅内からごみ置き場への日常的なごみ出しサポート件数：０人

地域包括支援センターと連携し、介護者支援として「家族介護者の会」を開催すること
により、認知症の人及び介護する家族等の孤立防止・精神的負担の軽減を図った。
▼市事業：12回、参加者34人
▼あいとぴあ地域包括支援センター：12回、参加者56人
▼地域包括支援センターこまえ苑：12回、参加者38人
▼地域包括支援センターこまえ正吉苑：12回、参加者49人

各地域包括支援センターにおいて、高齢者虐待の防止及び対応、セルフネグレクトの
防止及び対応、消費者被害の防止及び対応、判断能力を欠く常況にある者の支援
等、権利擁護に関する相談対応を随時行った。
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№132

取組名 担当課

№133

取組名 担当課

№134

取組名 担当課

（３）高齢者の社会参加に向けた取組の推進

№135

取組名 担当課

№136

取組名 担当課

認知症総合支援事業 高齢障がい課
令和７年度の取組と実績

介護予防・生活支援サービス事業 高齢障がい課
令和７年度の取組と実績

総合相談支援事業 高齢障がい課
令和７年度の取組と実績

市民活動団体等への支援や参加促進 政策室
令和７年度の取組と実績

老人クラブ助成事業 高齢障がい課
令和７年度の取組と実績

市内在勤の認知症サポート医によるもの忘れ相談会（相談件数17件）を隔月で開催し
た。
医療・介護職が集中的に支援を行う認知症初期集中支援チームについては、対応件
数は１件であった。
各地域包括支援センターに、認知症の相談・支援を中心に担う認知症地域支援推進
員を配置した。

各地域包括支援センターにおいて、地域活動への訪問、参加、高齢者宅への戸別訪
問等による課題の実態把握、地域高齢者の様々な相談を受付けると共に地域包括ケ
アの継続支援として適切な機関、制度、サービスへつなぐ等、総合的な相談業務を実
施した。

市民活動支援センターでは、令和７年11月のオープニングイベント月間に、支援セン
タースペースを活用し市民公益団体によるイベントや展示、こまえくぼフェスティバルを
開催し、高齢者を含む幅広い世代に市民公益活動の普及啓発、参加促進を目的とし
た取組みを行った（参加者2,000人）。

会員が自主的に活動を行う老人クラブの事業の発展と充実を支援するため、連合会
及び単位クラブ（15クラブ）に補助金を交付することにより、老人クラブの円滑な運営に
寄与した。

要介護認定で要支援１又は２と判定された者、あるいは基本チェックリストの判定の結
果、総合事業対象者の基準に達した高齢者に対して、狛江市社会福祉協議会、狛江
市シルバー人材センター、任意団体comarchの住民ボランティア等が、掃除、買い物、
調理、洗濯等の簡単な生活援助を行った。
▼狛江市社会福祉協議会：サービス利用者：７人　利用回数：161回
▼狛江市シルバー人材センター：サービス利用者：３人　利用回数：134回
▼一般社団法人comarch：サービス利用者：15人　利用回数：443回
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№137

取組名 担当課

№138

取組名 担当課

№139

取組名 担当課

№140

取組名 担当課

№141

取組名 担当課

シルバー人材センターへの支援 高齢障がい課
令和７年度の取組と実績

介護予防活動推進事業 高齢障がい課
令和７年度の取組と実績

一般介護予防事業 高齢障がい課
令和７年度の取組と実績

健康ポイント事業 健康推進課
令和７年度の取組と実績

健康増進 健康推進課
令和７年度の取組と実績

シルバー人材センターの安定的な運営を支援するため、補助金を交付することにより、
シルバー人材センターの運営の安定化と高齢者の社会参加と生きがいづくりに寄与し
た。

住民・ボランティアが主体となって介護予防サービスを提供する「通所型サービスＢ」の
運営団体（12団体、会員数212人）の活動を支援するため、補助金を交付することに
より、多様な実施主体による高齢者の介護予防及び日常生活支援の充実並びに地域
における支え合いの体制づくりの推進に寄与した。

インセンティブにより市民の健康づくりへの意欲を高める健康ポイント事業を実施するこ
とにより、健康的な生活習慣の定着を図り、高齢者の健康づくりのきっかけに寄与した。
▼参加者数：75（45）人　　※（　）は65歳以上

運動器の機能低下、低下の恐れがある中高年者に対して、トレーニング指導等を行う
ことにより、生活習慣病予防の改善及び健康意識の向上を図るとともに、高齢者の介
護予防に取り組んだ。
▼健康セミナー参加者数：　
　第１期88（71）人、第２期85（70）人、第３期92（76）人、第４期91（72）人　合計356
（289）人　※（　）は65歳以上

介護予防普及啓発事業、うんどう教室、口腔ケア講座、認知症予防講座、アクティブ
シニアサポーター養成講座を実施することにより、高齢者の介護予防及び健康維持に
つなげた。
▼介護予防普及啓発事業（96回、参加者延べ1,463人）
▼うんどう教室（82回、参加者延べ837人）
▼口腔ケア講座（９回、参加者延べ35人）
▼認知症予防講座（17回、参加者17人）
▼アクティブシニアサポーター養成講座（24回、参加者８人）
▼アクティブシニアサポーター養成講座（フォローアップ講座）（６回、参加者19人）
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（１）教育・啓発の推進

№142

取組名 担当課

（２）相談・支援体制の充実

№143

取組名 担当課

分野別施策５ 外国人の人権

学校での外国人に関する人権教育 指導室
令和７年度の取組と実績

市民協働事業の実施（外国人を支える
やさしいまち）

政策室

令和７年度の取組と実績

施策の
方向性

外国人が日本人と同じように、それぞれのライフステージにおいて安心し
て地域の一員として暮らすことができる環境づくりを推進するとともに、多様
な文化への理解を深めるための取組や適切な支援を行う等、共に暮らし
ていくことのできる地域社会づくりを推進します。

各学校では、誰に対しても差別や偏見のない社会の実現に努めようとする態度を育て
るため、道徳教育全体計画及び「特別の教科　道徳」の年間指導計画に基づき、公
正、公平、社会正義等の道徳的価値に関する授業を行い、人権課題「外国人」を取り
上げて考え、議論する中で外国人に関する人権意識の理解を深めた。
外国語活動及び外国語の学習では、聞き手、読み手、話し手、書き手に配慮しなが
ら、主体的に外国語を用いてコミュニケーションを図ろうとする態度を養った。また、外
国語指導助手（ALT）の配置や、東京グローバル・ゲートウェイへの参加を通して、外国
籍の方との関わりを増やし、外国の文化や生活習慣に対する理解を深めるとともに、他
者に配慮し受け入れる寛容の精神や平和・国際貢献などの精神を養い、外国人に関
する理解を深めた。
各学校の担当教員からなる日本語指導担当者会を２回開催し、大学教授から外国人
児童・生徒の文化的アイデンティティ形成に係る支援等についての講演を受け、外国
人児童・生徒への包括的な支援のあり方について考えることができた。

市とＮＰＯ法人こまえにほんごしえん・日本語スクールとの協働事業（市民提案型市民
協働事業）として、市内在住の日本語に不慣れな外国にルーツを持つ児童・生徒及び
保護者の日本語学習のサポートをすることを目的とした事業「外国人を支えるやさしい
まち」を実施した。
（参加者数）
▼放課後日本語支援：学習者延べ280人　支援者延べ320人
▼にほんごサロン（対面・オンライン）：学習者延べ313人　支援者延べ200人
▼公開講座開催（多文化共生社会において私たちにできることとは）：30人
▼やさしい日本語翻訳：支援者４人、対象者10人
▼相談対応：支援者10人、相談者10人
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№144

取組名 担当課

№145

取組名 担当課

№146

取組名 担当課

№147

取組名 担当課

№148

取組名 担当課

№149

取組名 担当課

外国人相談（多言語相談ナビ） 政策室

令和７年度の取組と実績

外国語通訳ボランティアの派遣 政策室
令和７年度の取組と実績

多文化共生ポータルサイトの周知 政策室
令和７年度の取組と実績

窓口業務での多言語自動翻訳機の活
用

市民課・納税課等

令和７年度の取組と実績

日本語指導員派遣事業 指導室
令和７年度の取組と実績

外国籍市民が住みやすいまちづくりに
関する研修

政策室

令和７年度の取組と実績

外国人の相談先として、市ホームページ等で東京都多言語相談ナビ等の周知を行っ
た。
・外国人のための人権相談（電話、対面、インターネット）（法務局）
・外国人のためのDV相談（東京ウィメンズプラザ相談室）
・東京都多言語相談ナビ

日本語での意思の伝達が困難な方と行政機関等との間で行われる手続、相談又は面
談が的確な意思の伝達に基づいて行われるように、通訳が必要な外国人に対して通
訳ボランティアを派遣した。
▼派遣件数：５件

東京で生活する外国人に向け、様々な情報の発信及び外国人支援に関わる方や、多
文化共生に関心を持つ方に向けた情報を提供を行っている東京都多文化共生ポータ
ルサイトの周知を市ホームページで行った。

日本語でのコミュニケーションが困難な外国人が窓口に来庁された際、適切に手続等
を案内できるよう多言語自動翻訳機を活用し、理解いただくよう努めた。
納税課では外国語版の納税案内（タックスガイド）を作成し、窓口での説明に引き続き
活用した。

学校からの申請に基づき、日本語の指導を必要とする児童・生徒に対して日本語指導
員を配置し、当該児童・生徒の学校生活の支援を行った。
▼対象児童・生徒数：９人

人権・男女共同参画研修として、NPO法人こまえにほんごしえん・日本語スクール代表
の檜垣寿子氏ほか外国人の協力者３人をお招きし、全職員を対象に「やさしいにほん
ご」によるコミュニケーションの方法や、外国人住民への情報発信において市職員として
留意すべき点等について研修を実施した。
▼参加者数：38人
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（３）相互理解の促進

№150

取組名 担当課

№151

取組名 担当課

№152

取組名 担当課

市政情報の外国語翻訳サービス 秘書広報室
令和７年度の取組と実績

国際交流事業の推進 政策室
令和７年度の取組と実績

日本語教室 公民館
令和７年度の取組と実績

より多くの方に情報を届けるために、多言語アプリ「カタログポケット」を通じて、市が発行
している広報紙（広報こまえ・わっこ・安心安全通信・こまeco通信）等において、10言
語の翻訳・音声読み上げ・文字拡大機能に対応した。
また、市ホームページの英語、中国語、韓国語への自動翻訳サービスを実施してい
る。

狛江市国際交流協会主催により、外国人を講師に英会話のレベルを問わず、英会話
を通じて気軽に交流ができる場として「こまぐりっしゅcafe」を開催した［回数：11回、参
加者数：延べ177人(うち外国人26人)］。また、狛江古代カップ多摩川いかだレースへ
の参加［参加者29人（うち外国人13人）］　、狛江市民まつりへの出店［来場者：延べ
590人］、外国人による日本語スピーチ大会の開催［参加者42人（うち外国人11
人）］、国際交流サロンの実施［参加者45人（うち外国人４人）］、協会創立30周年を祝
う会＆新年会の開催［参加者９１人（うち外国人24人）］等の活動を補助金交付により
支援した。

生活の中で言葉に困っている方や日常の交友関係を広げたい外国人が、日本の社会
に溶け込み楽しく充実した生活を送ることができるように日本語教室を実施している。運
営は日本語教室運営委員会に委託し、スタッフは運営委員のほか、公募による協力ボ
ランティアにご協力いただいている。
日本語教室全体の交流会を通じて参加者同士の交流を図るとともに、日本についての
知識を深めるため行っている年１回の館外学習では、神奈川県藤沢市の江の島で日
本の歴史について、大磯町の県立大磯城山公園の茶道体験学習、旧吉田邸で日本
建築について学んだ。
▼実施回数：39回、
▼参加者数：延1,278人（うち生徒は607人）
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（１）教育・啓発の推進

№153

取組名 担当課

№154

取組名 担当課

（２）相談・支援体制の充実

№155

取組名 担当課

分野別施策６ 性的マイノリティの人権

多様な性・生き方に関する理解促進 政策室
令和７年度の取組と実績

学校での性的マイノリティ（LGBT等）教
育

指導室

令和７年度の取組と実績

こころのカウンセリングの実施 政策室
令和７年度の取組と実績

施策の
方向性

多様な性のあり方について理解を深め、性的マイノリティへの差別・偏見が
なくなるよう個性を尊重する教育・啓発を進めます。

性自認および性的指向に関するさまざまな悩みや不安に関する相談先であるTokyo 
LGBT相談（専門LINE相談、専門電話相談）や、暮らしのなかで抱えるさまざまな悩み、
生き方について相談できる東京ウィメンズプラザの相談先について市ホームページで周
知を行った。
また、男女共同参画推進委員会が主催する、男女共同参画推進フォーラム講演会と
して、コミュニケーション講師の吉井奈々さんを講師にお迎えし、『相手も自分も大切に
するコミュニケーション』をテーマに、ご自身の経験を交えながら、個性を認め合い、相
手も自分も大切にする方法について市民向け講演会を開催した（参加人数：75人）。

東京都教育委員会の「人権教育プログラム（学校教育編）」を参考に、「特別の教科　
道徳」において、自分と異なる考え方を尊重し、大切にしようとする心情を育てるため
に、相互理解や寛容等に関わる授業を行い、「性認識」「性的指向」に関する理解を深
めた。中学校においては、保健体育科保健分野で性に関する指導を実施することで
「性自認」「性的指向」に対する正しい理解と認識を深めた。

月に一度、生きづらさや人に言えない悩みごとやLGBTQに関する悩みごと等について、
性別を問わず誰でも相談できる場としてカウンセラーによるカウンセリングを実施した（電
話相談可）。
広報こまえ、市ホームページ、男女共同参画推進委員会だより、庁舎女性トイレへの案
内カード設置により相談窓口の周知を行った。
▼相談件数：30件
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（３）安心して暮らせる環境づくり

№156

取組名 担当課
東京都パートナーシップ制度における
受理証明書の活用

政策室

令和７年度の取組と実績

東京都パートナーシップ宣誓制度における受理証明書の活用として、高齢者住宅の入
居者の資格や市職員の育児休業、介護休暇等を市制度に適用している。また、東京
都パートナーシップ宣誓制度について、市ホームページで周知した。
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№157

取組名 担当課

№158

取組名 担当課

№159

取組名 担当課

№160

担当課

№161

取組名 担当課

分野別施策７ 様々な人権課題

人権身の上相談（再掲） 政策室
令和７年度の取組と実績

みんなの人権110番（人権一般）（再
掲）

政策室

令和７年度の取組と実績

インターネットによる人権侵害への相談 政策室
令和７年度の取組と実績

取組名 人権啓発講演会（再掲） 政策室
令和７年度の取組と実績

市職員のハラスメント相談体制の整備 職員課
令和７年度の取組と実績

施策の
方向性

インターネットやハラスメント、感染症罹患者やその家族、犯罪被害者やそ
の家族、震災に起因するもの、北朝鮮当局によって拉致された被害者等
の人権等、様々な人権課題があり、また、今後新たに生じる人権課題につ
いても、それぞれの課題に応じ、基本的施策を中心に教育や啓発、支
援、その他必要な施策に取り組みます。

家庭内や対人関係、近隣関係等の中で人権問題を抱えている方の問題解決に向け
て、人権擁護委員が相談を受けた。
▼人権身の上相談（毎月第３木曜日・午後１時～４時）　相談件数13件

差別や虐待、ハラスメント等様々な問題についての相談を電話で受け付ける法務局の
「みんなの人権110番」、LINE人権相談及びインターネット人権相談受付窓口等の周
知を市ホームページ等で行った。

法務省の「インターネット人権相談」、「子どもの人権SOS-eメール」、「LINEじんけん相
談」、東京都人権プラザの「インターネットにおける人権侵害に関するＳＮＳ（ＬＩＮＥ）相
談」、違法・有害情報相談センターの「インターネット上での違法・有害情報に関する相
談窓口」等の相談先を市ホームページで周知した。

人権啓発講演会「『多様性ってめんどくさい』と思ってしまうあなたへ」を開催した。毎日
新聞記者の小国綾子さんを講師にお招きし、仕事からプライベートまで、これまでの
数々の出会いを通じて得た経験や知見もとに御講演いただき、「多様性」との向き合い
方について考える機会を提供した。
▼参加者数：31人

令和７年度中のハラスメントに関する相談件数は23件あり、このうち外部相談窓口に16
件、内部相談窓口に７件であった。ハラスメントの種別では、セクシュアル・ハラスメント
２件、パワー・ハラスメント13件、その他ハラスメント２件、ハラスメントに含まれない内容
が６件であった。狛江市ハラスメント苦情処理委員会は前年度相談件数の報告のため
１回開催した。
外部相談窓口の設置による相談しやすい環境の提供や、一般職員及び管理職を対象
にハラスメント防止研修を実施するなど、職員が安心して働ける環境づくりに取り組ん
だ。
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№162

取組名 担当課

№163

取組名 担当課

№164

取組名 担当課

№165

取組名 担当課

№166

取組名 担当課

職員研修等（ハラスメントのない職場づ
くり）　（再掲）

職員課

令和７年度の取組と実績

犯罪被害者やその家族の人権に対す
る取組

政策室

令和７年度の取組と実績

保護司 福祉政策課
令和７年度の取組と実績

北朝鮮当局によって拉致された被害者
等に対する取組

政策室

令和７年度の取組と実績

平和関係事業の実施 政策室
令和７年度の取組と実績

東京都市町村職員研修所の「課長新任研修（公務員倫理・ハラスメントの防止・メンタ
ルヘルス）」に職員を１人、「係長新任研修（公務員倫理・ハラスメントの防止・メンタル
ヘルス）」に６人、「男女共同参画研修」に２４人を派遣した。庁内研修では「ハラスメント
防止研修」を実施し、管理職57人、一般職32人が受講した。また、「人権・男女共同
参画研修」（政策室と共催）を38人が受講し、ハラスメント防止及び男女共同参画への
理解促進を図った。

北朝鮮当局による人権侵害問題に関する国民の認識を深めることを目的とした「北朝
鮮人権侵害問題啓発週間」（毎年12月10日～16日）ポスター及び、拉致問題啓発舞
台劇公演ポスターの掲示を行った。

平和意識の普及・啓発を図るため、平和パネル展を開催し、「こどもたちによる“平和な
まち”絵画コンテスト」の入賞作品等を紹介した。また、戦後80年狛江市民平和の語り
部事業として、戦争を体験した市民２人の協力のもと、市内FMラジオ局にて戦争当時
の学校の様子や平和への願い等を語っていただいた内容を放送するとともに、番組の
音声を、収録時の様子とともに動画として公開した。
その他、平和首長会議に加盟している多摩地域26市が共同で発足した平和首長会議
東京都多摩地域平和ネットワークが主催となり、多摩地域26市に在住の高校生・大学
生26人を「平和ユース」に選定し、広島研修など平和学習を経て、平和ネットワークの
市長に平和のメッセージを伝える「平和サミット」を開催し、狛江市からも大学生１人が
平和ユースとして平和サミットに参加し、26市の市長に政策提言を行った。

庁舎へ東京都作成リーフレット等を配架し、相談窓口の周知を行った他、市ホーム
ページや広報で東京都性犯罪・性暴力被害者ワンストップ支援センターや警視庁犯罪
被害者ホットラインを周知した。

保護司が行う罪を犯した人たちなどの立ち直りを支援する活動や地域における犯罪や
非行を防止する活動について支援を行った（保護司16人）。
また、全ての国民が、犯罪や非行の防止と犯罪や非行をした人たちの更生について理
解を深め、それぞれの立場において力を合わせ、犯罪や非行のない安全で安心な明
るい地域社会を築くための「社会を明るくする運動」を実施した。主要行事として、市内
中学校の生徒を対象として啓発標語の募集（応募総数526件）、狛江駅前での啓発活
動（参加者71人）、エコルマホールでの推進大会とコンサート（来場者697人）を実施し
た。
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№167

取組名 担当課

№168

取組名 担当課

№169

取組名 担当課

№170

取組名 担当課

№171

取組名 担当課

同和問題に対する取組 政策室
令和７年度の取組と実績

生活困窮者自立相談支援 福祉相談課
令和７年度の取組と実績

減免相談 課税課・保険年金課

令和７年度の取組と実績

納税相談 納税課
令和７年度の取組と実績

就職活動支援セミナーの実施 地域活性課
令和７年度の取組と実績

法務局及び東京都作成リーフレット等を庁舎内に配架し、相談窓口の周知を行った。

市税等に関する減免相談時に直近の生活状況の把握にも努めており、相談者の状況
に応じて、所得の申告状況や利用可能な軽減制度の精査、納税相談や生活困窮に
関する相談窓口「こまYELL」等関係機関の案内をしている。

納税相談時に相談者の生活状況の把握に努めており、その際に多重債務、収入減、
離職等による生活困窮の方に対しては、生活困窮に関する相談窓口「こまYELL」の案
内をしている。

生活に困窮する方からの相談を受け、様々な支援策を活用し、生活の安定を図ること
ができるよう支援した。
生活困窮者は、家計に課題を抱える方が多く、相談員と一緒に収支状況を確認するこ
とによって、生活の立直しに向けた支援を行った。
また、離職等により住居を喪失するおそれのある方に対して住居確保給付金を支給し
た。
▼新規相談件数：326件
▼家計改善支援プラン作成件数：130件
▼住居確保給付金支給者数：17人

就職活動に対して課題を抱えている方に向けた就労支援対策として就職活動支援セミ
ナーを実施した。
▼シニア向けセミナー「シニアからの未経験で働く現場レポート」（参加者44人）
▼女性向けセミナー「内定者の事例から学ぶ「志望動機と自己PRの書き方」 」（参加
者6人）
▼全年齢向けセミナー「アサーティブを学ぼう」（参加者43人）
▼若者向けセミナー20代のうちに考えておきたいライフプラン「働き方」と「お金」セミ
ナー（参加者9人）
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№172

取組名 担当課

№173

取組名 担当課

№174

取組名 担当課

ゲートキーパー研修 健康推進課
令和７年度の取組と実績

自殺防止の周知と啓発 健康推進課
令和７年度の取組と実績

人権教育・啓発関連図書の収集及び
貸出

図書館

令和７年度の取組と実績

市民、市職員及び教職員等を対象にゲートキーパー研修を実施し、自殺に対する正し
い知識の普及及び適切な対応力の向上を図った。
▼参加者数：市民向け13人、市職員向け33人、教職員等向け49人

狛江市商工会が会員向け実施する健康診断の機会を活用し、市内事業者に対して相
談窓口の情報を掲載したチラシ及びカードを配布することで、自殺防止に関する周知・
啓発を行った。

視力の弱い方、小さい字が読みづらくなった方のための大活字本のサービス提供につ
いて、多様性や誰もが生きやすい社会の観点から、新着紹介展示を前期・後期の２回
実施し、市民への「知る機会」の提供に努めた。
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